
（様式①）

[医療局] ７款８項１目 （単位：千円）

事業費 市債+一財 事業費 市債+一財 事業費 市債+一財

1 医療総務諸費 15,952 13,384 16,191 13,623 △ 239 △ 239

2 医療政策推進事業 17,062 12,580 13,158 8,676 3,904 3,904

3
医療に関する総合
的な市民啓発推進
事業

30,910 28,535 30,913 26,703 △ 3 1,832

4
医療政策人材育成
事業

1,291 1,291 1,437 1,437 △ 146 △ 146

5 看護人材確保事業 517,855 517,855 518,609 518,609 △ 754 △ 754

6
地域中核病院支援
事業

77,408 76,928 102,233 102,148 △ 24,825 △ 25,220

7
医療機関整備資金
融資事業

3,640 3,640 25,287 5,010 △ 21,647 △ 1,370

8
医療ビッグデータ
活用事業

27,062 27,062 15,062 15,062 12,000 12,000 ○

9
医療の国際化推進
事業

4,600 3,100 6,095 4,345 △ 1,495 △ 1,245

10
2025年に向けた
医療機能確保事業

51,845 51,845 60,546 47,046 △ 8,701 4,799 ○

11
南部病院再整備支
援事業

91,000 91,000 65,000 65,000 26,000 26,000 ○

12
横浜市保健医療協
議会

685 685 685 685 0 0

13
こどもホスピス（在宅
療養児等生活支援施
設）支援事業

5,000 5,000 5,000 5,000 0 0

14
横浜市病院協会看護
専門学校設備改修費
補助事業

120,000 120,000 160,000 160,000 △ 40,000 △ 40,000

15
感染症対応人材強化
事業

20,000 0 60,000 35,000 △ 40,000 △ 35,000

16
初期救急医療対策
事業

374,757 367,673 374,757 370,638 0 △ 2,965

17
救急医療センター
運営事業

460,126 457,748 452,470 450,092 7,656 7,656 〇

18
二次救急医療対策
事業

363,380 363,380 363,380 363,380 0 0

19
小児救急医療対策
事業

235,376 184,769 235,275 184,872 101 △ 103

20
周産期救急医療対
策事業

52,500 52,500 52,500 52,500 0 0

21
精神疾患を合併す
る身体救急医療体
制事業

14,588 12,586 14,482 12,488 106 98

22
疾患別救急医療体
制事業

272 272 272 272 0 0

事　業　計　画　書　目　次

計画
書頁 事　　業　　名

令和５年度 令和４年度 増△減（５－４）
新
規
・
拡
充



23
外国籍市民救急医
療対策補助事業

2,002 1,002 412 207 1,590 795

24
横浜救急医療チーム
（YMAT）運営事業

3,539 3,539 4,296 4,296 △ 757 △ 757

25
災害時医療体制整
備事業

57,028 57,028 57,708 57,708 △ 680 △ 680

26
救急・災害医療企
画推進事業

1,579 1,579 13,159 13,129 △ 11,580 △ 11,550

27
超高齢社会におけ
るﾄﾞｸﾀｰｶｰｼｽﾃﾑ整
備事業

19,564 19,564 25,854 25,854 △ 6,290 △ 6,290

28 Y-CERT強化事業 14,139 0 15,836 0 △ 1,697 0

29 疾病対策推進事業 54,768 4,200 13,937 3,647 40,831 553 ○

30 産科医療対策事業 109,850 98,017 109,884 98,051 △ 34 △ 34 ○

31 在宅医療推進事業 17,351 13,284 27,802 24,458 △ 10,451 △ 11,174

32
歯科保健医療推進
事業

95,140 95,140 93,741 93,741 1,399 1,399 ○

33
総合的ながん対策
推進事業

128,930 127,580 128,930 128,930 0 △ 1,350 ○

34
旧市民病院跡地整
備事業

12,000 12,000 0 0 12,000 12,000 ○

横浜臨床研究ネッ
トワーク支援事業

0 0 50,000 50,000 △ 50,000 △ 50,000

新型コロナウイル
ス 感染症外来拠
点事業

0 0 177,000 177,000 △ 177,000 △ 177,000

計 3,001,199 2,824,766 3,291,911 3,119,607 △ 290,712 △ 294,841



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

係

令和　５年度　事業計画書

事業局課 医療 総務
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

事業区分

歳出予算科目 一般 会計 7 8 1 枝番号 前年度事業名称

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 医療総務諸費 政策番号 99 政策指標 施策番号 99 施策指標

令和５年度 15,952 2,568 13,384
0

単独事業 0
補助事業

13,623
増△減 △ 239 0 0 0 0 0 △ 239

令和４年度 16,191 2,568

令和８年度
予
算

28,022 16,526 16,785 16,191 16,191 16,191

24,575 13,958

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

14,217 13,623 13,623 13,623

根拠・データ等 令和３年度実績等

3,650

事業概要
日常の庶務事務作業を一年を通して、円滑に執行するとともに、課題に適応した研修の企画、実施及び各種研修機関等への派遣を行い、
局事業の円滑な推進に寄与する。

事業開始年度 平成28年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

16,394 6,915 4,588

13,641 5,428

根拠法令・方針決裁等 横浜市職員人権啓発研修推進要綱、助役依命通達（平成２年11月１日）

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

(1) 市会委員会、同視察等
(2) 人権啓発研修
(3) その他庶務事務

単位 目標

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

実績

単位 目標

実績

単位 目標

実績

4,333 ▲ 249

人権啓発研修 148 138 10

事業スケジュール
(1) 市会委員会、同視察等 不定期
(2) 人権啓発研修 通年
(3) その他庶務事務 通年

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

総務諸費 4,084

その他事業 11,720 11,720 0

細事業合計 15,952 16,191 ▲ 239

課長 係長

本資料は、公正・適正に作成しました。 門林　宏英 大嶌　裕介 菊地　麻実子
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

係

令和　５年度　事業計画書

事業局課 医療 医療政策
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

事業区分

歳出予算科目 一般 会計 7 8 1 枝番号 前年度事業名称 医療政策推進事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 財産収入 市債 一般財源

事業名称 医療政策推進事業 政策番号 17 政策指標 施策番号 2 施策指標

令和５年度 17,062 4,482 12,580
0

単独事業 0
補助事業

8,676
増△減 3,904 0 0 0 0 0 3,904

令和４年度 13,158 4,482

令和８年度
予
算

13,356 13,356 13,986 17,062 17,062 17,942

9,210 9,200

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

9,831 12,580 12,580 13,460

根拠・データ等
【横浜市民の医療に関する意識調査（平成29年３月）】
・かかりつけ医の有無
　いる：48.6％　いない：50.3％　無回答：1.0％

8,854

事業概要 本市医療政策の推進を図るため、施策の企画・立案や検討・評価を行う事業です。

事業開始年度 平成６年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

21,356 12,621 13,552

17,200 8,465

根拠法令・方針決裁等 横浜市医師会地域医療連携センター運営費補助金交付要綱

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

①医療政策に係る総合企画検討
　市内に必要な医療機能を分析するための情報収集や疾病別医療対策の構築など、医療政策に係る総合企画の検討を進めます。
②医療機関連携推進事業
　病院・診療所間の連携促進を図り、市民一人ひとりに最適な医療を提供するため、地域医療連携センターが行う医療機関連携促進事業
や、かかりつけ医に関する啓発事業に対して、その事業費の一部を補助します。
③健康福祉総合センター貸付事業
　健康福祉総合センターについて、適切な管理を行います。

HP医療機関情
報検索件数

単位 目標 96,000 100,000 100,000 100,000

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

100,000 100,000 100,000

回 実績 99,936 98,897

単位 目標

実績

単位 目標

実績

1,646 1,988 実績に基づく増

医療機関連携推進事業 11,000 11,000 0

事業スケジュール ・平成６年度～　事業開始

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

医療政策に係る総合企画検討 3,634

健康福祉総合センター貸付事業 2,428 512 1,916 修繕計画による増

本資料は、公正・適正に作成しました。 山本　憲司 中村　まゆみ 鈴木　穂希

細事業合計 17,062 13,158 3,904

課長 係長
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

係

細事業合計 30,910 30,913 ▲ 3

課長 係長

本資料は、公正・適正に作成しました。 新堀　大吾 永田　恵 髙橋　桜子

統一コンセプトによる啓発実施 事業内容見直しによる減

事業スケジュール

・平成27年度：事業開始
・平成29年度：「医療に関する総合的な市民啓発方針」策定
・平成30年度：「医療の視点プロジェクト」実行支援委託開始
・令和元年度：「医療マンガ大賞」第１回開催
・令和２～８年度：「医療マンガ大賞」毎年度開催

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

一体的な実行支援委託による啓発実施

実績

単位 目標

実績

単位 目標

14 15 15

箇所 実績 7 11

協力法人等
（実績）

単位 目標 7 9 13 14

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

根拠・データ等

・高齢者（65歳以上）人数（横浜市将来人口推計平成30年度３月）（単位：人）
　２年度：935,088　３年度：941,611　４年度：946,219 ５年度：952,270　６年度：959,011　７年度：966,138
　８年度：973,016
・後期高齢者人数（横浜市将来人口推計平成30年度３月）（単位：人）
　２年度：490,421　３年度：495,781　４年度：518,433　５年度：541,773　６年度：563,134　７年度：578,920
　８年度：589,672
・インターネット利用状況（個人）（総務省：令和３年「通信利用動向調査」の結果）：R3年は82.9％（全体平均）がインターネッ
トを利用している。

36,338

事業概要

　医療に関する情報は、既に医療を必要としているなど関心の高い人（顕在関心層）と、現在健康であるため関心の低い人（潜在関
心層）とが対照的であるため、従来のような事業単位での情報発信や、漠然としたオールターゲットに対する発信では届かないこと
が課題となっていることを踏まえ、29年度末に「医療に関する総合的な市民啓発方針」を策定し、30年度からは「医療の視点プロ
ジェクト」を、局一体的な実行支援委託のもとで実施しています。

事業開始年度 平成27年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

44,871 33,722 36,338

44,871 33,722

根拠法令・方針決裁等 神奈川県地域医療構想、よこはま保健医療プラン2018

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

　団塊の世代が75歳以上となる2025年には、本市においても、高齢者人口が約100万人に達する見込みとなっています。高齢化の進展
に伴い医療需要の増加が見込まれますが、医療提供体制の構築を進める一方で、限られた医療資源を効果的に活用するためには、医
療を受ける市民の方へ適切な情報提供を行い、理解と協力を求める必要があります。

・医療に関するコミュニケーションギャップの改善を目的に、患者と医療従事者間の体験エピソードに基づいて"視点の違い"を描く
「医療マンガ大賞」をＷＥＢ上で開催します。他部署と連携しながらテーマを横断的に取り扱い、民間企業等との連携により従来の
チラシ等の紙媒体による周知に加えて工夫した手法で実施します。
・保健医療プラン「横浜市民の医療に関する意識調査」（平成29年３月）より、かかりつけ医がいる人の割合が48.6％、医療機関の
役割分担を知らない人が33.2％となっており、これらの数値を上昇させることを目指しています。
・統一コンセプトのもとで医療に関する情報を啓発することで市民の方にわかりやすく情報を提供します。
・他局の関係部署と連携しながら、子育て支援に関する情報を統合し、ＷＥＢ等の子育て世代に伝わりやすい方法で啓発します。

令和８年度
予
算

48,523 39,993 40,680 30,910 30,910 30,910

48,523 39,993

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

40,680 30,910 30,910 30,910

26,703
増△減 △ 3 0 △ 600 △ 2,485 1,250 0 1,832

令和４年度 30,913 600 3,610 0

0
単独事業 0
補助事業

令和５年度 30,910 1,125 1,250 28,535

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 社会福祉基金繰入金 市債 一般財源

事業名称 医療に関する総合的な市民啓発推進事業 政策番号 17 政策指標 施策番号 2 施策指標

1
事業区分

歳出予算科目 一般 会計 7 8 1 枝番号 前年度事業名称 医療に関する総合的な市民啓発推進事業

令和　５年度　事業計画書

事業局課 医療 医療政策
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

3



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

係

医療人材育成
研修参加延べ

人数

単位

人

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

①医療政策人材育成研修
　様々な分野の講師に講演を依頼し、医療政策に携わる職員の知識を深め視野を広げると同時に、幅広い部署に周知を行い、医療政策人
材の裾野を広げます。また、医療監視に同行し、医療現場の視察を行います。
②外部機関による研修等の受講
　外部機関の開催する研修会やセミナー等に随時参加し、情報収集を行うとともに職員のスキルアップを図ります。
③資格取得支援
　医療政策、福祉、保健、病院経営に係る業務に従事する職員を対象に、資格取得の支援を行います。

根拠・データ等

・資格取得人数（令和４年８月時点）
　診療情報管理士　11名、病院経営管理士　５名
・医療人材育成研修受講者数
　令和２年度　98名、令和３年度　25名
・YCU病院経営マネジメントプログラム受講者数（令和４年８月時点）　９名
・市大大学院派遣（ヘルスデータサイエンス専攻）　１名

目標 100 100 100 100 100 100 100

実績 98 25

事業スケジュール

・平成25年度～　資格取得支援
・平成30年度～　YCU病院経営マネジメントプログラム受講支援
・令和元年度～　市大大学院派遣（ヘルスデータサイエンス専攻）
・令和３年度～　政策研究大学院大学短期特別研修受講支援

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

医療人材育成研修 31

職員の大学院派遣 0 636 ▲ 636 事業見直しの減

課長 係長

細事業合計 1,291 1,437 ▲ 146

本資料は、公正・適正に作成しました。 山本　憲司 大山　紘平 中村　慶子

31 0

外部機関等による研修の受講

事業概要
職員全体に様々な医療政策についての情報発信を行い、医療や保健、福祉に関する業務に携わる意向を持った職員を育てていくと同時
に、医療政策部門の中心的な役割を担う人材を継続的に育成します。また、医療ICTやビッグデータの活用などによりエビデンスに基づい
た施策の展開など、新たな医療政策の課題に対応できるスキルを持った人材を育成します。

事業開始年度 平成24年度

根拠法令・方針決裁等
人材育成ビジョン(医療政策）、医療政策を担う人材育成における職員の大学院派遣研修要綱、横浜市医療政策に関連の資格取得助成金交
付要綱

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

決
算

2,244 1,956 1,616

2,244 1,956 1,516

1,291

2,494 2,622 2,461 1,291 1,291 1,291
予
算

2,494 2,622 2,461 1,291 1,291

0 △ 146

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減 △ 146 0 0 0 0

0
令和４年度 1,437 1,437

単独事業

1,291
補助事業 0

令和５年度 1,291

県 諸収入 市債 一般財源

事業名称

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

医療政策人材育成事業

枝番号

政策番号 99 政策指標 施策番号 99 施策指標

前年度事業名称 医療政策人材育成事業

区　分 金　額 国

令和　５年度　事業計画書

事業局課 医療 医療政策
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

事業区分

歳出予算科目 7 8 1

資格取得支援 300 260 40 受験対象者の増

960 510 450 研修受講による増

4



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

係

令和　５年度　事業計画書

事業局課 医療 医療政策
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 2

事業区分

歳出予算科目 一般 会計 7 8 1 枝番号 前年度事業名称 看護人材確保事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 看護人材確保事業 政策番号 17 政策指標 施策番号 2 施策指標

令和５年度 517,855 517,855
0

単独事業 0
補助事業

518,609
増△減 △ 754 0 0 0 0 0 △ 754

令和４年度 518,609

令和８年度
予
算

443,345 510,336 529,698 529,198 529,198 529,198

443,345 510,336

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

529,698 529,198 529,198 529,198

根拠・データ等

卒業生数（学年定員）・市内就職者数（市内就職率※）
・横浜市医師会聖灯看護専門学校：120人（160人）・93人（78.8％）
・横浜市病院協会看護専門学校  ： 80人（ 80人）・68人（91.9％）

※市内就職率＝市内就職者数÷就職者数（卒業生数のうち、進学等を除いたもの）

493,033

事業概要
将来の医療提供体制を支える看護人材の確保に向けて、市内における看護師等の養成、潜在看護師の再就職及び復職後の定着を推進しま
す。

事業開始年度 昭和46年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

430,411 491,164 493,033

430,411 491,164

根拠法令・方針決裁等
よこはま保健医療プラン2018、神奈川県地域医療構想、横浜市医師会立看護師等養成所運営費補助金交付要綱、
横浜市病院協会看護専門学校運営費補助金交付要綱

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

①看護専門学校運営費補助事業：市内医療機関へ看護師等を安定的に供給するため、横浜市医師会及び横浜市病院協会の看護専門学校に
対し、運営費の補助を行います。
②看護師復職支援事業：地域医療を支える看護職員を確保するため、医療現場から長期間離れていた横浜市内看護職員に対するフォロー
アップ研修を実施し、復職後の職場定着を支援します。また、各病院が実施している潜在看護師向けの復職支援研修について、広報支援
を行います。

運営費助成を行う
看護専門学校の卒

業生数

単位 目標 216 216 216 216

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

216 216 216

人 実績 193 200

フォローアッ
プ研修の参加

者数

単位 目標 14 14 14 14 14 14 14

人 実績 11 5

単位 目標

実績

人件費の減

看護師復職支援事業

事業スケジュール
①看護専門学校運営費補助事業：４～５月　補助金交付申請受付、６月～　補助金交付・その他支援等
②看護師復職支援事業：９～２月　フォローアップ研修開催（２～３回程度）

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

看護専門学校運営費補助事業

本資料は、公正・適正に作成しました。 髙橋　幸男 鈴木　義教 今利　紗紀

細事業合計 517,855 518,609 ▲ 754

課長 係長
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

係

令和　５年度　事業計画書

事業局課 医療 医療政策
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 3

事業区分

歳出予算科目 一般 会計 7 8 1 枝番号 前年度事業名称 地域中核病院支援事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 財産収入 市債 一般財源

事業名称 地域中核病院支援事業 政策番号 17 政策指標 施策番号 2 施策指標

令和５年度 77,408 480 76,928
0

単独事業 0
補助事業

102,148
増△減 △ 24,825 0 0 395 0 0 △ 25,220

令和４年度 102,233 85

令和８年度
予
算

178,239 152,841 126,948 55,045 33,389 18,877
178,239 152,841

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

126,948 54,565 32,909 18,397

根拠・データ等

昭和大学横浜市北部病院利子補助金交付要綱に基づく補助金実績報告書
済生会横浜市東部病院利子補助金交付要綱に基づく補助金実績報告書

【北部病院】　金利（市中銀行）2.47%固定（福祉医療機構）1.80%固定
　（福祉医療機構）借入額：85億円、借入年度：Ｈ10年、金利：固定金利（1.8％）、償還期間：Ｈ13～Ｒ５、
　　　　　　　　　※借入当初から変更なし
　（市中銀行分）【当初】借入額：215億円、借入年度：平成12年、償還期間：25年償還、金利：変動金利
　　　　　　　　　　　（短プラ＋0.995％）
　　　　　　　　【平成18年5月】一部の期間についての金利を固定化、平成18年５月～平成25年５月
　　　　　　　　　　　固定金利（3.995％）、平成25年５月～令和８年11月　変動金利（短プラ＋0.995％）変更なし
                【平成25年４月】全ての期間について金利固定化を実施、平成25年5月～令和８年２月（Ｒ７度完済）
　　　　　　　　　　　固定金利2.47％、※平成24年3月現在の短プラ1.475％＋0.995％
【東部病院】　 金利（市中銀行）3.01％､2.75％固定（福祉医療機構）1.80％固定
　（福祉医療機構）借入額：58億円、借入年度：Ｈ19年、金利：固定金利（1.8％）、償還期間：Ｈ20～Ｒ13、
　　　　　　　　　※借入当初から変更なし
　（市中銀行分）【当初】市中銀行から短期の借入を行い（平成17年５月）、平成19年３月に一括返済、
　　　　　　　　　　　借入額：91億8,700万円　、金利：基準金利（全銀協国内円TIBOR）に利幅1.4％を加算した利率
　　　　　　　　【平成19年３月】借換により金利を固定化、借入額70億円（金利：3.51％）、借入額１億6,200万円
　　　　　　　　　　　（金利：3.35％）
　　　　　　　　【平成22年７月】金利を改訂、借入額70億円（金利：3.135％）、借入額１億6,200万円（金利：2.875％）
　　　　　　　　【平成22年12月】金利を改訂、借入額70億円（金利：3.010％）、借入額１億6,200万円（金利：2.75％）
　　　　　　　　（Ｒ８度完済）

横浜市地域中核病院・市立病院等連携推進協議会規約

126,936

事業概要

市民が適切な治療を受けられる体制を整えるため、昭和56年に策定された「よこはま２１世紀プラン」で、市域を７方面に分け、そ
のうち医療施設の充実している中央部を除く６方面に、地域中核病院を整備することとした。地域中核病院の整備は、地域に不足す
る医療機能を補完するものであり、事業主体は民営を基本に、誘致方式等により行い、その建設のための借入資金に対する利子補助
を行う。地域中核病院を含む協議会の運営。

事業開始年度
北部  平成10年度
東部  平成17年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

178,217 152,814 126,936
178,217 152,814

根拠法令・方針決裁等

(1) 北部病院利子補助
　ア　北部地域中核病院に関する基本協定書（平成９年５月14日）
　イ　北部地域中核病院に関する細目協定書（平成９年５月14日）
　ウ　昭和大学横浜市北部病院利子補助金交付要綱（平成18年９月21日）
(2) 東部病院利子補助
　ア　東部地域中核病院の整備に関する基本協定書（平成14年９月17日）
　イ　済生会横浜市東部病院の整備に関する細目協定書（平成17年３月25日）
　ウ　済生会横浜市東部病院利子補助金交付要綱（平成20年３月27日）

よこはま保健医療プラン2018

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

病院建設のための借入資金に対する利子補助を行うことにより、資金返済における見通しが立つため、安定した病院運営を行うこと
ができる。

北部病院利子
補助

単位 目標

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

千円 実績 80,369 63,851

東部病院利子
補助

単位 目標 72,442 63,355 54,268 45,113 36,192 27,006 17,919

千円 実績 72,442 63,355

借入金残高の減少に伴う
利子補助金の減

東部病院利子補助、土地貸付収入 45,113 54,268 ▲ 9,155
借入金残高の減少に伴う
利子補助金の減

事業スケジュール
北部病院利子補助金支出　７月（第1回）、９月（第2回）、12月（第3回）、３月（第4回）
東部病院利子補助金支出　８月（第1回）、10月（第2回）、１月（第3回）、５月（第4回）

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

北部病院利子補助

南部病院建物貸付収入 0 0 0
携帯基地局設置による歳
入の増

労災病院除草業務委託

会議運営 8 8 0

本資料は、公正・適正に作成しました。 山本　憲司 山木　香菜恵 中村　慶子

細事業合計 77,408 102,233 ▲ 24,825

課長 係長
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

細事業合計 3,640 25,287 ▲ 21,647

課長 係長

本資料は、公正・適正に作成しました。 髙橋　幸男 濱井 俊充 浅木　菜月

25,287 ▲ 21,647 融資残高の減少による減

事業スケジュール

平成３年度：事業開始
平成20年度：新規の融資を停止
令和４年度：預託終了予定
令和９年度：補助終了予定

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

医療機関整備資金融資事業 3,640

実績

単位 目標

0

件 実績 8 5

既存融資件数
（預託）

単位 目標 8 5 4 0 0 0

21 19 11

件 実績 23 22

既存融資件数
（補助）

単位 目標 23 22 22 22

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

根拠・データ等

【実績及び今後見込み】（単位：千円）
平成30年度　預託金額 127,301、補助金額 10,457
令和元年度　預託金額  97,426、補助金額  9,016
令和２年度　預託金額　70,891、補助金額  7,607
令和３年度　預託金額　45,474、補助金額  6,237
令和４年度（見込）　預託金額　20,277、補助金額　5,010

6,237

事業概要

地域医療の確保・充実を図るため、民間の中小病院・診療所を対象に、施設整備、災害・防災設備の設置、地震対策などに必要な資金を
融資しました。
平成20年度以降は新規の融資を停止していますが、平成19年度までに行った既存融資について、補助を行います。（令和９年度終了予
定）

事業開始年度 平成３年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

106,442 78,498 51,711

9,015 7,607

根拠法令・方針決裁等
横浜市医療機関整備資金融資事業取扱金融機関補助金交付要綱、横浜市病院整備資金融資事業実施要綱、横浜市診療所整備資金融資事業
実施要綱

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

経営基盤の弱い中小病院（公的病院と300床以上の病院を除く）と医科診療所を対象に、施設整備等に必要な資金調達の円滑化を図ること
により、市内に不足する医療機能の整備等を促進し、地域医療の確保及び充実を図ることを目的としています。

令和８年度
予
算

107,433 78,810 51,865 3,094 2,630 2,235

9,433 7,810

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

6,390 3,094 2,630 2,235

5,010
増△減 △ 21,647 0 0 △ 20,277 0 0 △ 1,370

令和４年度 25,287 20,277

0
単独事業 0
補助事業

令和５年度 3,640 3,640

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 医療機関整備資金融資事業 政策番号 17 政策指標 施策番号 2 施策指標

4
事業区分

歳出予算科目 一般 会計 7 8 1 枝番号 前年度事業名称 医療機関整備資金貸付事業

令和　５年度　事業計画書

事業局課 医療 医療政策
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

7



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

細事業合計 27,062 15,062 12,000

課長 係長

本資料は、公正・適正に作成しました。 舘田　智之 大山　紘平 千葉　大雅

15,062 12,000 新規事業による増

事業スケジュール

平成28年度　データベース構築計画
平成30年度　データベース構築。介護保険認定情報、圏域情報、レセプトと連携
令和元年　国民健康保険特定健診データと連携。共同研究の学会発表
令和2年度～3年度　共同研究論文を国際誌へ投稿
令和3年度～5年度　各事業でのYoMDBの活用推進
令和4年度から　庁外データの活用
令和5年度から　医療データの拡充等対応

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

医療ビッグデータ活用 27,062

実績

単位 目標

実績

単位 目標

7 8 9

件 実績 3 3

各事業への医
療データ等活

用件数

単位 目標 3 4 5 6

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

根拠・データ等

■レセプト電子化（2015年４月診療分）（電子レセプト請求の電子化普及状況等（厚生労働省））
・医科（病院）及び薬局：99.9％
・医科（診療所）：97.9％
・歯科：96.0％

■EBPMの推進（横浜市官民データ活用推進計画から抜粋）
　国においては、統計等データを用いた事実・課題の把握や、政策効果の予測・測定・評価による政策の改善などにより、政府全体とし
て証拠に基づく政策立案(EBPM :Evidence Based Policy Making)を進めていることから、本市においても、データ等客観的な証拠に基づ
く政策立案に向けた検討として、本市や他自治体等の事例を調査・分析し、体系的に整理したうえで、その検討に適する分野や、実施プ
ロセスなどをまとめ、試験的施策や、事業がもたらした効果や変化を精緻に測定するインパクト評価等についても検討を進めます。

11,141

事業概要
独自に構築したデータベースYoMDBやその他データを活用することで、市内の医療実態を把握し、効果的かつ効率的な医療政策立案・推
進に役立てることを目的とします。また、医療・介護・保健を一体的に分析を行うことで、地域包括ケアシステムの構築のための医療・
介護連携の推進に寄与する他、各種計画を策定する際の基礎とします。

事業開始年度 平成28年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

11,483 11,143 11,141

11,483 11,143

根拠法令・方針決裁等
地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律（平成26年法律第83号）
よこはま保健医療プラン2018
よこはま地域包括ケア計画

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

　2025年問題に代表される急速に高齢化が進行する社会においては、医療資源をこれまで以上に効果的・効率的に活用することが求めら
れます。そのためには、地域（横浜市）医療の実績に基づくデータを網羅的に分析・検証し、そこから将来の医療需要を予測するなど、
現実に近い母集団から導き出される「根拠に基づいた政策立案」（EBPM：evidence-based policy making）を行う必要があります。
　本事業は、独自に構築したデータベースYoMDBやその他データを活用することで、市内の医療実態を把握し、効果的かつ効率的な医療
政策立案・推進に役立てることを目的とします。また、医療・介護・保健を一体的に分析を行うことで、地域包括ケアシステムの構築の
ための医療・介護連携の推進に寄与する他、各種計画を策定する際の基礎とします。

令和８年度
予
算

12,731 11,747 16,490 27,156 27,250 27,344

12,731 11,747

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

14,990 27,156 27,250 27,344

15,062
増△減 12,000 0 0 0 0 0 12,000

令和４年度 15,062

0
単独事業 0
補助事業

令和５年度 27,062 27,062

1

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 医療ビッグデータ活用事業 政策番号 17 政策指標 1 施策番号 1 施策指標

事業区分

歳出予算科目 一般 会計 7 8 1 枝番号 前年度事業名称 医療ビッグデータ活用事業

令和　５年度　事業計画書

事業局課 医療 医療政策
新規拡充 □ 新規 ■ 拡充 事業評価書番号
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

x

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

係

細事業合計 4,600 6,095 ▲ 1,495

課長 係長

本資料は、公正・適正に作成しました。 山本　憲司 大山　紘平 千葉　大雅

委託費の積算見直しによ
る減

医療機関向け案内 595 事業内容見直しによる減

事業スケジュール

・平成28年度～平成29年度：JCI認証取得支援
・平成29年度～令和４年度：医療機関向けセミナーの開催
・平成30年度～令和２年度：JMIP認証取得支援
・令和元年度～電話医療通訳・翻訳サービスの導入
・令和４年度～多言語対応
・令和５年度～医療機関向け案内

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

電話医療通訳・翻訳支援

多言語対応

実績

単位 目標

実績

単位 目標

360 360 360

件 実績 279 361

電話医療通訳
利用件数

単位 目標 240 300 360 360

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

根拠・データ等

■市内の在住外国人人口【横浜市外国人の人口：各年12月末時点】
・平成28年：86,596人、平成29年：91,452人、平成30年：97,540人、令和元年：104,047人、令和２年：102,255人、令和３年：99,242人
■市内の在住外国人人口（国別）【横浜市外国人の人口：令和３年12月末時点】
・中国：38,890人、韓国：12,155人、ベトナム：9,157人、フィリピン：8,298人、ネパール：4,174人
■横浜市外国人意識調査（令和元年度実施）
・困りごとの第２位「病気になった時の対応・病院で外国語が通じない」

4,512

事業概要
外国人が安心して医療機関を受診できる体制を整備するため、市内の医療機関等へ電話医療通訳・翻訳サービスの提供します。また、医
療機関向けに通訳サービスなどの医療に関する情報の周知を行います。さらに、医療に関する情報発信等について多言語対応を進めま
す。

事業開始年度 平成28年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

12,141 9,942 4,512

12,141 9,942

根拠法令・方針決裁等 よこはま保健医療プラン2018、横浜市多言語広報指針

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

　本市国際局が実施した「令和元年度横浜市外国人意識調査」において、困りごとの第２位に「病気になった時の対応・病院で外国語が
通じない」という結果が出ていることに加え、令和元年度に初めて市内在住外国人の人口が10万人を超えました。こうした現状を踏ま
え、言語や文化の異なる外国人患者が安心して医療機関を受診できる体制整備が喫緊に求められています。また、今後の在住外国人及び
訪日外国人の増加に備え、引き続きサービスを提供することで、医療機関側の外国人患者受入体制整備を進めます。

令和８年度
予
算

12,370 14,010 9,633 4,600 4,600 4,600

12,370 14,010

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

9,633 4,600 4,600 4,600

4,345
増△減 △ 1,495 △ 250 0 0 0 0 △ 1,245

令和４年度 6,095 1,750

0
単独事業 0
補助事業

令和５年度 4,600 1,500 3,100

1

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 医療の国際化推進事業 政策番号 11 政策指標 1 施策番号 1 施策指標

事業区分

歳出予算科目 一般 会計 7 8 1 枝番号 前年度事業名称 医療の国際化推進事業

令和　５年度　事業計画書

事業局課 医療 医療政策
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

係

令和　５年度　事業計画書

事業局課 医療 医療政策
新規拡充 □ 新規 ■ 拡充 事業評価書番号 6

事業区分

歳出予算科目 一般 会計 7 8 1 枝番号 前年度事業名称 2025年に向けた医療機能確保事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 2025年に向けた医療機能確保事業 政策番号 17 政策指標 1 施策番号 2 施策指標

令和５年度 51,845 51,845
0

単独事業 0
補助事業

47,046
増△減 △ 8,701 0 △ 13,500 0 0 0 4,799

令和４年度 60,546 13,500

令和８年度
予
算

97,990 57,067 70,150 56,345 56,345 56,345

97,990 57,067

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

55,150 56,345 56,345 56,345

根拠・データ等

○2025年の病床数の推計（横浜市独自推計） ※平成29年３月31日時点
　高度急性期：既存病床数　 4,198床、2020年推計　 3,386床、2025年推計　 3,633床
　急性期　　：既存病床数  11,901床、2020年推計　 8,642床、2025年推計　 9,273床
　回復期　　：既存病床数   2,210床、2020年推計　 7,183床、2025年推計　 7,708床
　慢性期　　：既存病床数　 4,560床、2020年推計　 5,174床、2025年推計　 5,551床
　合　計　　：既存病床数　22,869床、2020年推計　24,384床、2025年推計　26,165床
   ※よこはま保健医療プラン2018より
○市内の電子カルテ導入状況（2021年度病院向け市内調査）
　導入済み施設：876施設（有回答施設に占める割合：54.4%）

43,774

事業概要

令和５年度は、次期保健医療プランの策定に向けた検討を進めるとともに、引き続き、医療機関の機能転換や増床等を促進します。
また、複数病院の連携による遠隔ICUの体制整備に対する支援など、ＩＣＴを活用した地域医療連携を推進します。さらに、医療人材
の確保・定着の推進に向けた支援を進めます。あわせて、令和６年度を初年度とする次期保健医療プランの策定に向けて検討を進め
ていきます。

事業開始年度 平成28年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

32,542 38,280 43,774

32,542 38,280

根拠法令・方針決裁等 医療法、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律、神奈川県地域医療構想、よこはま保健医療プラン2018

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

平成28年10月に策定された地域医療構想では、2025年には回復期及び慢性期機能を中心に大幅に病床が不足すると見込まれていま
す。これらを踏まえ、平成30年３月に本市の保健医療分野における施策を総合的に体系づけた中期的計画である「よこはま保健医療
プラン2018」を策定しました。2025年に向けた施策として「病床機能の確保」「地域医療における連携推進」「人材の確保・育成」
を柱に取り組みます。
①地域医療構想を踏まえた病床機能転換及び増床の促進
・適切な病床配分を検討するため、将来の医療需要と既存の医療資源について調査を行います。
②ＩＣＴを活用した地域医療連携の推進
・働き方改革や医療の質向上を目指し、遠隔ICU体制整備に取り組む市内医療機関に対し補助を行います。
・これまでの取組を踏まえ、本市のガイドラインに基づく地域医療連携ネットワークの構築や、地域医療連携に資する
　システムの導入について検討を行います。
③医療人材の確保・定着の推進
・看護学生向け合同就職説明会やWEB合同説明会への参加等、市内中小病院の採用活動を支援します。
・市内外の看護学生を対象とした、市内複数病院での合同見学会等を企画・実施します。
・働き方改革の関連法が2019年4月から施行され、医師についても2024年4月より時間外労働の上限規制が適用されるため、
市内病院の働き方改革の取組が円滑に進むよう支援を行います。
　また、働き方改革の取組支援を通じて勤務環境の改善を後押しし、離職防止や人材の獲得・復職の促進を図ります。
④次期よこはま保健医療プラン（計画期間：2024年～2029年）の策定に向けた検討
・６年間を計画期間としている現行プランについて、この計画を推進する上での情勢の変化等を考慮し、令和３年度に
中間振り返りを行い、必要に応じて計画を見直しました。令和５年度は、引き続き、次期プラン（2024～2029）の策定に向けた検討
を進めていきます。

地域医療構想
調整会議開催
支援回数

単位 目標 3 3 3 4

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

4 4 4

回 実績 3 3

遠隔ICU補助件
数

単位 目標 1 1 1 1 0 0 0

件 実績 1 1

合同就職説明
会参加病院数

単位 目標 15 15 15 15 15 15 15

病院 実績 17 15

5,667 321 実績等に基づく増

ＩＣＴを活用した地域医療連携の推進 17,035 36,535 ▲ 19,500 事業の見直しによる減

事業スケジュール
・令和４年度　よこはま保健医療プラン次期プラン策定に向けた市民意識調査、検討部会の立ち上げ
・令和５年度　よこはま保健医療プラン次期プラン検討

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

地域医療構想を踏まえた病床機能転換
及び増床の促進

5,988

医療人材等の確保に向けた検討 15,040 16,040 ▲ 1,000 事業内容見直しによる減

よこはま保健医療プランの次期プラン
策定に向けた検討

13,782 2,304 11,478 次期計画策定のための増

本資料は、公正・適正に作成しました。 山本　憲司 中村　まゆみ 鈴木　穂希

細事業合計 51,845 60,546 ▲ 8,701

課長 係長
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

細事業合計 91,000 65,000 26,000

課長 係長

本資料は、公正・適正に作成しました。 高橋　幸男 瀬下　英祐 堀江　惇

65,000 26,000
実施設計の開始、都市計
画変更の対応に伴う増

事業スケジュール

令和元年度：用地決定
令和２年度：基本構想策定
令和３年度：基本計画策定、基本設計
令和４年度：基本設計
令和５～６年度：実施設計、旧港南工場解体工事
令和７～９年度：建設工事
令和10年度：新病院開院、現病院解体工事
令和11年度：現病院解体工事（予定）

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

南部病院再整備支援 91,000

実績

単位 目標

実績

単位 目標

実施設計 建設工事 建設工事

実績 策定 策定

単位 目標 基本構想
基本計画
基本設計

基本設計
基本設計
実施設計

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

根拠・データ等 見積書、南部病院基本設計契約書等

11,970

事業概要

　横浜市地域中核病院のうち最初に開設された南部病院は開所後30年以上経過し、老朽化・狭あい化が課題となっているため、地域医療
の確保や市民サービスの向上などの観点から早期の再整備が求められています。
　令和２年３月に資源循環局所管の旧港南工場敷地を再整備用地として決定し、再整備に関する基本協定書及び再整備用地に関する確認
書を南部病院と締結しました。
　令和３年３月に旧港南工場の建物解体と新病院の建設工事を済生会が一体的に実施し、市は解体にかかる費用を負担金として支出する
ことが決定しました。今後は令和10年の開院に向けて、速やかに調整を進め再整備事業を推進していく必要があります。
　令和５年度は、４年度に引き続き、南部病院に関する都市計画変更の準備を引き続き実施するとともに、南部病院が実施する新病院の
基本設計・実施設計に対して補助を行います。

事業開始年度 平成29年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

3,953 2,336 11,970

3,953 2,336

根拠法令・方針決裁等

・南部地域総合病院の建設に関する基本協定書
・社会福祉法人恩賜財団済生会支部神奈川県済生会横浜市南部病院の再整備に関する基本協定書
・社会福祉法人恩賜財団済生会支部神奈川県済生会横浜市南部病院の再整備用地に関する確認書
・令和２年３月16日「地域中核病院（済生会横浜市南部病院）の再整備について」（文書番号1586）
・南部病院再整備に伴う資源循環局旧港南工場解体に係る工事等に関する基本協定
・済生会横浜市南部病院再整備費補助金交付要綱

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

　今後、高齢化がさらに進み人口も減少することが予測されるため、高齢者を中心とする新たな医療ニーズの増大が見込まれ、地域中核
病院としての役割はますます重要なものとなります。
　地域中核病院の果たすべき役割のみならず、神奈川県地域医療構想においても、今後とも質の高い高度急性期・急性期医療を提供し、
地域の方々の信頼に応えるためには、南部病院の再整備が必要と考えます。
　また、新病院移転は単なる建物の建て替えではなく、さらに良質な地域医療、救急医療による地域への貢献、患者さん中心の医療の実
践を通じ、医療・保健・福祉サービスの総合的な提供ができることが期待できます。

令和８年度
予
算

5,000 5,000 59,000 122,000 335,000 607,900

5,000 5,000

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

59,000 122,000 335,000 607,900

65,000
増△減 26,000 0 0 0 0 0 26,000

令和４年度 65,000

0
単独事業 0
補助事業

令和５年度 91,000 91,000

1

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 南部病院再整備支援事業 政策番号 17 政策指標 1 施策番号 2 施策指標

7
事業区分

歳出予算科目 7 8 1 枝番号 前年度事業名称 南部病院再整備支援事業一般会計

令和　５年度　事業計画書

事業局課 医療 医療政策
新規拡充 □ 新規 ■ 拡充 事業評価書番号
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

令和　５年度　事業計画書

事業局課 医療 医療政策
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

事業区分

歳出予算科目 一般 会計 7 8 1 枝番号 前年度事業名称 横浜市保健医療協議会

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 横浜市保健医療協議会 政策番号 17 政策指標 施策番号 99 施策指標

令和５年度 685 685
0

単独事業 0
補助事業

685
増△減 0 0 0 0 0 0 0

令和４年度 685

令和８年度
予
算

785 705 685 685 685 685

785 705

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

685 685 685 685

根拠・データ等
横浜市附属機関設置条例、横浜市附属機関の設置及び運営に関する要綱、横浜市保健医療協議会運営要綱に基づき、年２回程度開催して
います。
委員構成：20名（学識経験者、保健医療福祉関係団体等）

577

事業概要
　市長の諮問機関として、横浜市の保健、医療及び生活衛生に係る施策及び当該施策の計画策定についての調査、審議及び評価に関して
検討し、保健・医療・衛生政策の充実に資するために協議会を開催します。

事業開始年度 平成８年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

700 508 577

700 508

根拠法令・方針決裁等 横浜市附属機関設置条例、横浜市附属機関の設置及び運営に関する要綱、横浜市保健医療協議会運営要綱

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

保健医療協議会を開催し、主に次の事項について検討を行い、保健・医療・衛生政策の充実を図ります。
(1) 保健、医療及び生活衛生施策の計画及び評価に関する事項の調査審議
(2) よこはま保健医療プランの進ちょく管理
(3) 病床整備についての検討

保健医療協議
会の開催回数

単位 目標 2 2 2 2

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

2 2 2

回 実績 2 2

685 0

事業スケジュール ・平成８年度～　横浜市保健医療協議会の開催（年２回程度）

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

横浜市保健医療協議会 685

本資料は、公正・適正に作成しました。 山本　憲司 中村　まゆみ 中村　慶子

細事業合計 685 685 0

課長 係長
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

令和　５年度　事業計画書

事業局課 医療 医療政策
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

事業区分

歳出予算科目 一般 会計 7 8 1 枝番号 前年度事業名称 こどもホスピス（在宅療養児等生活支援施設）支援事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 こどもホスピス（在宅療養児等生活支援施設）支援事業 政策番号 17 政策指標 施策番号 3 施策指標

令和５年度 5,000 0 0 0 0 0 5,000
0

単独事業 0
補助事業

0 5,000
増△減 0 0 0 0 0 0 0

令和４年度 5,000 0 0 0 0

令和８年度
予
算

1,250 5,000 5,000 5,000 0

1,250

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

5,000 5,000 5,000 0

根拠・データ等

・横浜市で生命を脅かす病気（小児がん・染色体異常・重度脳性まひ等）を抱える子ども
【法人算出（令和３年度）】
　400-600人
（現在NDBで積算中）

4,001

事業概要
生命を脅かす病気の子どもや医療的ケアの必要な子どもときょうだいや家族に対して、病気や障害の度合いに即した遊びや学びの機
会を提供し、家族との絆を大切にした在宅支援施設を設立・運営を行う法人に対して、市有地の無償貸与、運営費の一部補助、区役
所や医療機関等関係機関との連携に関する調整をします。

事業開始年度 令和元年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

1,687 4,001

1,687

根拠法令・方針決裁等 中期４か年計画　よこはま保健医療プラン2018　令和元年６月方針決裁

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

　医療技術の進展に伴い、いのちに関わる病気で治療・療養中心の生活を送る子どもが増えています。病気であっても子どもは日々
成長しており、子どもらしい「遊び」や「学び」を必要としています。これに伴い、患者や家族の療養生活の質の向上が課題の一つ
となっています。
　本市では、「よこはま保健医療プラン2018」において、こどもホスピス（在宅療養児等生活支援施設）の設立運営支援を医療政策
の一環に位置付けています。
　こどもホスピス運営団体を支援することで、いのちに関わる病気で治療・療養中心の生活を送る子どもと家族の生活の質の向上に
繋がります。

年間利用登録
者数

単位 目標 3 15 30

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

45 60 75

組 実績 8

年間利用者数
単位 目標 50 150 200 200 200 200

組 実績 25

ケア提供者に
よる総合評価

単位 目標 80%以上 85%以上 90％以上 95％以上 95％以上

％ 実績

5,000 0

事業スケジュール

令和元年度：市有地における支援施設の整備運営事業者を公募で決定
令和２年度：整備運営事業者と基本協定書を締結、着工
令和３年度：しゅん工、開所、運営開始
令和４年度～：運営支援・評価
令和７年度：運営費補助継続の有無の決定

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

こどもホスピス（在宅療養児等生活支
援施設）支援事業

5,000

本資料は、公正・適正に作成しました。 山本憲司 中村まゆみ 髙橋桜子

細事業合計 5,000 5,000 0

課長 係長
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(様式②-1）

局 課

■ 施設等整備費 □ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

細事業合計 120,000 160,000 ▲ 40,000

課長 係長

本資料は、公正・適正に作成しました。 髙橋　幸男 鈴木　義教 今利　紗紀

160,000 ▲ 40,000 改修項目の更新による減

事業スケジュール

　老朽化調査及び長期修繕計画に基づく改修工事の実施
・Ｒ３：老朽化調査の実施及び中長期保全計画の策定
・Ｒ４：法令順守や市民の安全に影響のあるような、緊急性の高い改修の実施（消防設備や空調設備等）
・Ｒ５：更新すべき時期を超過している等、修繕の必要性が極めて高い改修の実施（電気設備や建築設備、空調設備等）
・Ｒ６：施設の運営に大きな影響がある等、修繕の必要性が高い改修の実施（電気設備等）

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

横浜市病院協会看護専門学校設備改修
費補助事業

120,000

実績

単位 目標

実績

単位 目標

72 72 72

人 実績 66 80
卒業生数

単位 目標 72 72 72 72

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

根拠・データ等

・令和３年度卒業生数：80名（学年定員80人）
・市内就職者数：68名（市内就職率91.9％(※)）

※市内就職率＝市内就職者数÷就職者数（卒業生数のうち、進学等を除いたもの）

0

事業概要

　横浜市病院協会看護専門学校は、平成７年の開校から27年が経過し、令和３年度に実施した専門業者による老朽化状況調査において、
更新時期を超過している設備が散見され、早急な改修が必要との診断を受けました。今後も、市内医療機関等への看護師等の安定的な供
給を確保していくため、令和４年度から３ヵ年計画で必要な改修を迅速に進めていきます。
　令和４年度は、法令順守や市民の安全に影響のあるような、緊急性の高い改修を中心に工事を実施しました（消防設備や空調設備
等）。
　令和５年度は、更新すべき時期を超過している設備等の改修・修繕など、必要性が極めて高い工事を実施します（電気設備や建築設
備、空調設備等）。

事業開始年度 令和４年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

0 0 0

0 0

根拠法令・方針決裁等 横浜市補助金等の交付に関する規則、横浜市病院協会看護専門学校設備等改修調査補助金交付要綱

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

・「横浜市病院協会看護専門学校」は毎年、看護師60～70名を市内の中小病院を中心とした幅広い医療機関へ輩出する等、高い養成実績
を有しています。平成７年の開校から27年が経過した当該施設では、設備等の老朽化が深刻な課題となっています。
・当校は、これまで約1,700名もの看護師を市内の幅広い医療機関に輩出しており、また、資力に不安のある社会人経験者を多く受け入れ
てきた等、地域医療に大きく貢献し公益性の高い役割を担っていることから、本市が運営を支援してきました。
・令和３年度に老朽化調査を実施し、３ヵ年計画で必要な改修を進めることとしました。
・令和４年度は、法令順守や市民の安全に影響のあるような、緊急性の高い改修を中心に工事を実施しました。
・令和５年度は、予算の都合により令和４年度に実施できなかった項目や、更新すべき時期を超過している設備等の改修・修繕など、必
要性が極めて高い工事を実施します。
・適切な改修がなされない場合、学校運営や学生確保に支障が生じることで看護人材の安定的な供給が損なわれ、地域医療に重大な影響
を及ぼす恐れがあることから、本改修を確実に遂行する必要があります。

令和８年度
予
算

0 0 0 20,000 0 0

0 0

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

0 20,000 0 0

0 160,000
増△減 △ 40,000 0 0 0 0 0 △ 40,000

令和４年度 160,000 0 0 0

0
単独事業 0
補助事業

令和５年度 120,000 0 0 0 0 120,000

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 横浜市病院協会看護専門学校設備改修費補助事業 政策番号 17 政策指標 施策番号 2 施策指標

事業区分

歳出予算科目 一般 会計 7 8 1 枝番号 前年度事業名称 横浜市病院協会看護専門学校設備改修費補助事業

令和　５年度　事業計画書

事業局課 医療 医療政策
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

細事業合計 20,000 60,000 ▲ 40,000

課長 係長

本資料は、公正・適正に作成しました。 山本　憲司 瀬下　英祐 堀江　惇

60,000 ▲ 40,000 補助対象病院数減のため

事業スケジュール
令和５年５月　医療機関への説明実施
令和５年６月～　補助実施予定

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

感染症対応人材強化 20,000

実績

単位 目標

実績

単位 目標

病院 実績

補助対象病院
数

単位 目標 60 20

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

根拠・データ等
・補助額：上限100万円
・補助対象：20病院

0

事業概要
令和４年度に引き続き、長期的な市内病院の感染症への対応力強化を目的として、感染症対策に関する研修参加や資格取得等を支援しま
す。

事業開始年度 令和４年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

0 0 0
0 0

根拠法令・方針決裁等 横浜市補助金等の交付に関する規則（平成17年11月横浜市規則第139号）

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

　今後想定される新型コロナウイルス感染症の再拡大や新興感染症への備えは、長期的な視点からも重要な取組みです。
　そのため、医療機関が新型コロナウイルス感染症等に対し適切な対応が行えるよう、感染症対応の人材強化に係る研修や学会等の参加
や資格取得等に係る費用を補助します。
　感染症に関する専門的な知識と技術を持つ医療従事者が増加することで、市内病院の感染症への対応力強化が図られ、新型コロナウイ
ルス感染症患者の受入体制の強化が期待されます。

令和８年度
予
算

0 0 0 0 0 0
0 0

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

0 0 0 0

35,000
増△減 △ 40,000 0 10,000 △ 15,000 0 0 △ 35,000

令和４年度 60,000 25,000

0
単独事業 0
補助事業

令和５年度 20,000 10,000 10,000 0

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 社会福祉基金繰入金 市債 一般財源

事業名称 感染症対応人材強化事業 政策番号 7 政策指標 施策番号 2 施策指標

事業区分

歳出予算科目 7 8 1 枝番号 前年度事業名称 感染症対応人材強化事業一般会計

令和　５年度　事業計画書

事業局課 医療 医療政策
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

係

細事業合計 374,757 374,757 0

課長 係長 救急・災害医療担当

本資料は、公正・適正に作成しました。 緑川　郁 高野　友佑 山田　真優

538 538 0

224,719 0

初期救急診療機能強化助成事業 69,000 69,000 0

事業スケジュール

【今後の建替えスケジュール（初期救急診療機能強化助成事業関係）】
・令和４年度 南区　　　（建築年：昭和54年3月）
・令和５年度 栄区　　　（建築年：昭和63年3月）
・令和６年度 金沢区　　（建築年：昭和57年3月）
・令和７年度 緑区　　　（建築年：平成 7年6月）

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

休日急患診療所運営助成事業 224,719

夜間急病センター運営助成事業 80,500 80,500 0

その他事務経費等

2

箇所 実績 2.0 2.0

夜間急病セン
ター

単位 目標 2 2 2 2 2 2

18 18 18

箇所 実績 18.0 18.0

休日急患診療
所

単位 目標 18 18 18 18

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

根拠・データ等

・休日急患診療所患者数実績
　平成26年度：73,747人（内訳　内科35,442人、小児科30,958人、その他 7,347人）
　平成27年度：65,524人（内訳　内科27,830人、小児科29,765人、その他 7,929人）
　平成28年度：70,367人（内訳　内科33,060人、小児科30,281人、その他 7,026人）
　平成29年度：75,292人（内訳　内科36,261人、小児科32,087人、その他 6,944人）
　平成30年度：73,113人（内訳　内科36,964人、小児科29,118人、その他 7,031人）
　令和元年度：70,061人（内訳　内科34,665人、小児科27,986人、その他 7,410人）
　令和２年度：16,524人（内訳　内科 8,024人、小児科 4,849人、その他 3,651人）
　令和３年度：24,087人（内訳　内科 11,576人、小児科 8,815人、その他 3,696人）

・夜間急病センター患者数実績（※横浜市救急医療センターは別事業で計上）
　平成26年度：23,245人（内訳　北部13,690人、南西部 9,555人）
　平成27年度：22,341人（内訳　北部13,350人、南西部 8,991人）
　平成28年度：23,653人（内訳　北部14,012人、南西部 9,641人）
　平成29年度：22,949人（内訳　北部13,417人、南西部 9,532人）
　平成30年度：22,585人（内訳　北部13,234人、南西部 9,351人）
　令和元年度：21,060人（内訳　北部12,592人、南西部 8,468人）
　令和２年度： 6,543人（内訳　北部 3,611人、南西部 2,932人）
　令和３年度： 7,476人（内訳　北部 4,419人、南西部 3,057人）

923,532

事業概要 休日・夜間等、医療機関の診療時間外に初期救急患者の受入先を確保するため、救急医療体制を整備します。

事業開始年度 昭和46年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

371,766 380,733 929,146

365,431 370,629

根拠法令・方針決裁等

１ 救急医療対策実施要綱（昭和52年厚生省）
２ 医療施設運営費等補助金及び地域医療対策費等補助金交付要綱（平成10年厚生省）
３ 医療提供体制施設整備補助金交付要綱（平成19年厚労省）
４ 休日急患診療所運営費補助金交付要綱及び休日急患診療所補修費補助金交付要綱（平成11年横浜市）
５ 夜間急病センター運営費補助金交付要綱（平成12年横浜市）
６ 横浜市小児救急拠点病院事業実施要綱（平成20年５月制定）
７ 横浜市救急医療検討委員会「横浜市の救急医療体制に関する第２次提言」
８ 医療提供体制推進事業費補助金交付要綱（平成19年厚労省）
９ 横浜市補助金等の交付に関する規則（平成17年横浜市）
10 初期救急診療機能強化事業補助金交付要綱（平成26年横浜市）

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

休日や夜間、年末年始など民間診療所等の運営時間外に初期診療を受療できる体制を整備することで、傷病者の症状に応じた適切な
診療を提供することができるとともに、二次救急医療機関との役割分担を図ることができるようになり、市内の救急医療体制の適正
化につながります。

令和８年度
予
算

374,369 379,347 372,087 374,757 374,757 374,757

367,868 368,046

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

367,947 367,673 367,673 367,673

370,638
増△減 0 0 33 2,932 0 0 △ 2,965

令和４年度 374,757 4,023 96

0
単独事業 0
補助事業

令和５年度 374,757 4,056 3,028 367,673

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 財産収入 市債 一般財源

事業名称 初期救急医療対策事業 政策番号 17 政策指標 施策番号 5 施策指標

12
事業区分

歳出予算科目 一般 会計 7 8 1 枝番号 前年度事業名称 初期救急医療対策事業

令和　５年度　事業計画書

事業局課 医療 医療政策
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

係

令和　５年度　事業計画書

事業局課 医療 医療政策
新規拡充 □ 新規 ■ 拡充 事業評価書番号 13

事業区分

歳出予算科目 一般 会計 7 8 1 枝番号 前年度事業名称 救急医療センター運営事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 使用料・手数料 市債 一般財源

事業名称 救急医療センター運営事業 政策番号 17 政策指標 施策番号 5 施策指標

令和５年度 460,126 2,378 457,748
0

単独事業 0
補助事業

450,092
増△減 7,656 0 0 0 0 0 7,656

令和４年度 452,470 2,378

令和８年度
予
算

439,026 441,109 441,885 460,126 460,126 460,126

437,194 438,737

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

439,480 457,748 457,748 457,748

根拠・データ等

夜間急病センター患者数
H28年度 27,575件、H29年度26,441件、H30年度26,144件、R元年度23,993件、R2年度10,853件、R3年度11,716件

救急相談センター（＃７１１９）利用件数
H28年度 281,109件、H29年度350,281件、H30年度360,877件、R元年度 323,096件、R2年度 247,548件、R3年度　262,974件

653,684

事業概要

  夜間における初期救急医療体制の中心施設である横浜市夜間急病センター及び24時間365日体制で急な病気やけがのときの受診相談を
電話サービスで対応する横浜市救急相談センターについて、指定管理者制度により管理運営を行います。
  平成27年度からは、新たな指定管理（第三期）に入り、指定管理期間を10年間（平成27年度～令和６年度）として、平成26年度に選定
した団体である一般社団法人横浜市医師会により運営を行っています。
  横浜市救急相談センターは、＃７１１９という全国統一の電話番号により、平成28年１月からは、救急電話相談の対象者を小児のみか
ら全年齢へ拡充した形で運用を開始しました。同年６月からは対応時間を24時間化し、365日切れ目のないサービスを市民に対し提供し
ています。
  また、市民認知率の上昇に伴う入電数の増加に合わせ、受電ブースを大幅に増設（20台から35台）するなどの体制強化を図るため、平
成30年度に救急相談センターを移転しました。

事業開始年度 昭和56年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

459,250 443,836 656,186

456,848 441,468

根拠法令・方針決裁等
横浜市救急医療センター条例
横浜市救急医療センター条例施行規則

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

【夜間急病センター】
夜間帯の初期救急医療を行う施設を365日体制で整備することで、市民が安心して診療を受けることができる場所が確保され、本来の役
割の一つである傷病者のトリアージを果たすことができます。また、傷病者のトリアージの結果、二次救急以上の医療機関の負担軽減が
期待されます。
【救急相談センター】
休日や夜間等に受診できる医療機関の情報を提供することや、急病時等に看護師が緊急性や受診の必要性を助言をすることで、市民の急
病時の不安軽減を図ることができ、適正な受療行動の促進につながります。

救急医療セン
ター指定管理

事業

単位 目標 通年実施 通年実施 通年実施 通年実施

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

通年実施 通年実施 通年実施

実績 通年実施 通年実施

救急相談業務
運営協議会

単位 目標 0 0 4 4 4 4 4

回 実績 0 0

指定管理者選
定評価委員会

単位 目標 0 0 0 3 2 0 0

回 実績 0 0

452,113 7,656
救急医療センター修繕費
等の増

救急相談業務運営協議会 145 145 0

事業スケジュール

１　横浜市救急医療センターの管理・運営指導（通年）
２  横浜市救急相談センター広報実施（通年）
３　救急電話相談の相談看護師等の体制の強化（通年）
４　救急相談業務運営協議会の実施（年４回）

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

救急医療センター指定管理事業 459,769

指定管理者選定評価委員会 212 212 0

本資料は、公正・適正に作成しました。 緑川　郁 高野　友佑 松元　智詠

細事業合計 460,126 452,470 7,656

課長 係長 救急・災害医療担当
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

係

令和　５年度　事業計画書

事業局課 医療 医療政策
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 14

事業区分

歳出予算科目 一般 会計 7 8 1 枝番号 前年度事業名称 二次救急医療対策事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 二次救急医療対策事業 政策番号 17 政策指標 施策番号 5 施策指標

令和５年度 363,380 363,380
0

単独事業 0
補助事業

363,380
増△減 0 0 0 0 0 0 0

令和４年度 363,380

令和８年度
予
算

378,694 365,000 337,084 363,380 363,380 363,380

378,694 365,000

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

337,084 363,380 363,380 363,380

根拠・データ等

・二次救急拠点病院救急搬送患者実績（暦年、夜間・休日）
＜実績推移＞令和元年81,802人、令和2年68,748人、令和3年71,504人、令和4年46,106人（1～7月まで）
 令和5年80,625人（見込み）

・病院群輪番制救急搬送患者実績（暦年、夜間・休日）
＜実績推移＞令和元年14,333人、令和2年11,808人、令和3年11,608人、令和4年7,416人（1～7月まで）
 令和5年12,374人（見込み）

320,275

事業概要
　全国で一般的な休日・夜間の二次救急に対応する「病院群輪番制事業」に加え、本市独自に24 時間365 日救急搬送患者に対応する病院
を「二次救急拠点病院」として指定し、本市の二次救急医療体制の充実強化を図ります。

事業開始年度 昭和49年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

355,435 341,059 320,275

355,435 341,059

根拠法令・方針決裁等 横浜市病院群輪番制事業実施要綱、横浜市二次救急拠点病院事業実施要綱

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

　24 時間365 日の内科及び外科の二次救急医療体制をとる病院を「二次救急拠点病院」として指定するとともに、夜間・休日における入
院加療を要する中等症、軽症患者を受け入れるため、輪番制による二次救急医療体制を確保します。体制参加医療機関に対して体制確保
に係る費用の一部を補助するとともに、受入件数や搬送困難事案の受入実績による補助加算などを行います。
　また、横浜市救急医療情報システム（ＹＭＩＳ）の運用・管理を行い、救急隊が効率的に搬送先病院を選定できるよう図ります。
　横浜市救急医療検討委員会を通じて、当該事業について外部（市民、学識経験者、関係機関、各種団体）からの評価や意見を積極的に
収集し、二次救急医療体制の充実を進めるとともに、限りある医療資源を効率的・効果的に活用するために、運用方法等の見直しについ
て検討を行います。

二次救急拠点
病院数

単位 目標 22 22 22 22

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

22 22 22

実績 22 22

病院群輪番制
参加病院数

単位 目標 24 24 24 24 24 24 24

実績 24 24

262,122 ▲ 224 R3年度実績による減

病院群輪番制事業 91,225 91,225 0

事業スケジュール

昭和49年度：病院群輪番制事業（内科）開始
昭和60年度：病院群輪番制事業（外科）開始
平成17年度：第1回救急医療検討委員会開催
平成22年度：二次救急拠点病院事業開始
平成24年度：横浜市救急医療情報システム（ＹＭＩＳ）開始

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

二次救急拠点病院事業 261,898

横浜市救急医療情報システム等事業
運用体制見直しに伴う費
用の増

二次救急医療体制全般に係る委託

救急医療検討委員会 33 33 0

本資料は、公正・適正に作成しました。 緑川　郁 輿水　武文 板倉　剛

細事業合計 363,380 363,380 0

課長 係長 救急・災害医療担当
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

係

細事業合計 235,376 235,275 101

課長 係長 救急・災害医療担当

本資料は、公正・適正に作成しました。 緑川　郁 輿水　武文 板倉　剛

200,000 0

病院群輪番制事業 35,376 35,275 101 輪番日数の増

事業スケジュール
昭和49年度：病院群輪番制事業（小児科）開始
平成13年度：小児救急拠点病院事業開始

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

小児救急拠点病院事業 200,000

7

実績 7 7

病院群輪番制
参加病院数

単位 目標 7 7 7 7 7 7

7 7 7

実績 7 7

小児救急拠点
病院整備数

単位 目標 7 7 7 7

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

根拠・データ等

小児救急拠点受入患者実績
＜実績推移＞平成29年度32,358人、平成30年度31,731人、令和元年度29,467人、令和2年度11,821人、令和3年度18,957人

小児救急拠点1病院当たりの小児科医師数（常勤）（3月31日時点）
＜実績推移＞平成29年度12.7人、平成30年度12.4人、令和元年度14.1人、令和2年度14.7人、令和3年度15.7人

178,672

事業概要
　小児二次救急の充実を図るため、小児救急拠点病院を整備し、小児科輪番病院とともに市内における安定した小児救急医療体制を構築
します。

事業開始年度 昭和49年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

232,950 232,575 229,075

182,097 182,172

根拠法令・方針決裁等 横浜市小児救急拠点病院事業実施要綱、横浜市病院群輪番制事業実施要綱

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

・小児救急医療は成人の救急医療とは大きく異なる面があり、質の高い救急医療を提供するためには通常の救急医療とは別に体制を整備
する必要があります。
・小児救急拠点病院を方面別に整備し、小児救急拠点病院に小児科医を集約することで、小児科医師が過重な勤務とならない、良好な労
働環境で質の高い救急医療を提供することができ、市域全体で安定した小児救急医療体制の確保につながります。
・小児救急拠点病院（７病院）と小児科輪番病院（市域で1～2病院体制)を指定することで、救急隊が迅速に医療機関の選定ができ、安定
的かつ効率的に市域全体の小児救急に対応できます。

令和８年度
予
算

236,126 236,126 232,426 235,376 235,376 235,376

185,600 185,723

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

182,023 184,769 184,769 184,769

184,872
増△減 101 0 204 0 0 0 △ 103

令和４年度 235,275 50,403

0
単独事業 0
補助事業

令和５年度 235,376 50,607 184,769

1

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 小児救急医療対策事業 政策番号 17 政策指標 施策番号 3 施策指標

15
事業区分

歳出予算科目 一般 会計 7 8 1 枝番号 前年度事業名称 小児救急医療対策事業

令和　５年度　事業計画書

事業局課 医療 医療政策
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

係

令和　５年度　事業計画書

事業局課 医療 医療政策
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 16

事業区分

歳出予算科目 一般 会計 7 8 1 枝番号 前年度事業名称 周産期救急医療対策事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 周産期救急医療対策事業 政策番号 17 政策指標 施策番号 3 施策指標

令和５年度 52,500 52,500
0

単独事業 0
補助事業

52,500
増△減 0 0 0 0 0 0 0

令和４年度 52,500

令和８年度
予
算

82,633 82,531 54,531 52,500 52,500 52,500
82,633 82,531

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

54,531 52,500 52,500 52,500

根拠・データ等

横浜市内医療機関のNICU病床数
＜実績推移＞平成29年度99床、平成30年度99床、令和元年度105床、令和2年度105床、令和3年度109床
横浜市内医療機関のGCU病床数
＜実績推移＞平成29年度83床、平成30年度83床、令和元年度88床、令和2年度88床、令和3年度90床

52,500

事業概要 　出産前後の母体及び新生児を対象にした周産期救急医療施設の確保及び救急医療体制の充実を図ります。

事業開始年度 昭和62年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

80,500 76,000 52,500
80,500 76,000

根拠法令・方針決裁等
横浜市補助金等の交付に関する規則、横浜市周産期センター運営費補助金交付要綱、横浜市周産期救急連携病院事業実施要綱、横浜市周
産期救急医療施設整備要綱

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

・出産前後の母体・胎児・新生児に対する周産期救急医療体制の確保や救急患者受け入れのためのＮＩＣＵやＧＣＵの整備が必要です。
・周産期救急病院と診療所等との連携機能を充実させることで周産期救急患者の受入れの円滑化を図る必要があります。
・周産期二次救急病院と診療所等の連携体制の充実やＮＩＣＵの病床数の増加など一定の成果が得られています。

周産期セン
ター補助対象

病院数

単位 目標 1 1 1 1

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

1 1 1

実績 1 1

周産期救急連
携病院

単位 目標 8 8 8 8 8 8 8

実績 8 8

周産期救急医
療施設整備事
業申請件数

単位 目標 1 1 1 1 1 1 1

実績 1 1

40,000 0

周産期救急連携病院事業 10,000 10,000 0

事業スケジュール
昭和62年度　周産期センター運営費補助事業開始
平成20年度　平成10年度から実施している母児二次救急システム運営事業を横浜市周産期救急連携病院に改編
平成21年度　ＮＩＣＵ及びＧＣＵ運営費等助成及び緊急出務助成事業開始

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

周産期センター運営費補助事業 40,000

周産期救急医療施設整備事業 2,500 2,500 0

消耗品費及び通信運搬費 0 0 0

本資料は、公正・適正に作成しました。 緑川　郁 輿水　武文 板倉　剛

細事業合計 52,500 52,500 0

課長 係長 救急・災害医療担当
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

係

令和　５年度　事業計画書

事業局課 医療 医療政策
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

事業区分

歳出予算科目 一般 会計 7 8 1 枝番号 前年度事業名称 精神疾患を合併する身体救急医療体制事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 精神疾患を合併する身体救急医療体制事業 政策番号 17 政策指標 施策番号 5 施策指標

令和５年度 14,588 2,002 12,586
0

単独事業 0
補助事業

12,488
増△減 106 8 0 0 0 0 98

令和４年度 14,482 1,994

令和８年度
予
算

15,193 15,161 14,482 14,588 14,624 14,624

13,207 13,167

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

12,485 12,586 12,622 12,622

根拠・データ等

・精神疾患の合併又は疑う症状を伴う救急搬送件数
　＜実績推移＞
　平成28年度：4,050件（うち特定症状なし 3,994件、特定症状あり 56件）
　平成29年度：3,439件（うち特定症状なし 3,406件、特定症状あり 33件）
　平成30年度：3,170件（うち特定症状なし 3,144件、特定症状あり 26件）
　令和元年度：3,205件（うち特定症状なし 3,173件、特定症状あり 32件）
　令和２年度：2,653件（うち特定症状なし 2,633件、特定症状あり 20件）
　令和３年度：2,857件（うち特定症状なし 2,827件、特定症状あり 30件）

　※ 特定症状＝自殺企図、興奮、他害行為

12,129

事業概要
　精神科医療機関への通院や精神疾患等の既往があるといった、背景に精神疾患等がある方の救急受入について、精神科医のいない救急
医療機関では受入れに消極的になり、救急隊が搬送に苦慮することがあります。搬送患者の精神疾患等の有無に関わらず、市内救急医療
機関が身体救急に対応するための救急医療体制を整備します。

事業開始年度 平成27年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

13,849 14,062 13,965

11,843 12,227

根拠法令・方針決裁等
本市附属機関の横浜市救急医療検討委員会「横浜市の救急医療体制に関する第６次提言」（平成27年３月公表）
横浜市精神疾患を合併する身体救急医療体制確保事業実施要綱

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

　精神症状等により、身体的な病気やけがの治療処置が困難な場合に、精神病床のある救急医療機関（特定症状対応病院）へ処置相談及
び転院調整ができる体制等を構築し、精神科医のいない救急医療機関における精神疾患等のある方の救急受入の促進を図ります。
　また、精神科病院と一般救急病院の双方が円滑かつ適切に患者の受入調整が図れるよう、各地域の病院間の連携について実態の把握に
努めます。

特定症状対応
病院

単位 目標 4 4 4 4

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

4 4 4

施設 実績 3.0 3.0

14,446 142
休日及び夜間日数の増に
よる委託料の増

事業スケジュール
・平成27年度 ：事業開始（特定症状対応病院２施設）
・令和2年度  ：特定症状対応病院が１施設追加
・今年度以降：特定症状対応病院をさらに１施設追加し、４施設体制とする

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

精神疾患を合併する身体救急医療体制
事業

14,588

精神科病院及び一般救急病院連携事業 0 36 ▲ 36 事業変更による減

本資料は、公正・適正に作成しました。 緑川　郁 輿水　武文 星子　百合

細事業合計 14,588 14,482 106

課長 係長 救急・災害医療担当
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

係

令和　５年度　事業計画書

事業局課 医療 医療政策
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

事業区分

歳出予算科目 一般 会計 7 8 1 枝番号 前年度事業名称 疾患別救急医療体制事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 疾患別救急医療体制事業 政策番号 17 政策指標 施策番号 5 施策指標

令和５年度 272 272
0

単独事業 0
補助事業

272
増△減 0 0 0 0 0 0 0

令和４年度 272

令和８年度
予
算

600 302 216 272 272 272

600 302

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

216 272 272 272

根拠・データ等

・疾患別救急医療体制参加医療機関数
　＜実績推移＞
　　脳血管　：平成28年度 29、平成29年度 30、平成30年度 31、令和元年度 30、令和２年度 31、令和３年度 31
　　心疾患　：平成28年度 23、平成29年度 23、平成30年度 23、令和元年度 23、令和２年度 23、令和３年度 23
　　整形脳外：平成28年度 33、平成29年度 33、平成30年度 33、令和元年度 33、令和２年度 33、令和３年度 33
　　重症外傷：平成28年度  2、平成29年度  2、平成30年度  2、令和元年度  2、令和２年度  2、令和３年度  2

21

事業概要

　疾患別の会議を開催することで、疾患別救急医療体制参加医療機関から診療体制に関する情報を収集・共有し、疾患ごとに症状に応
じた適切な治療を受けられる体制の確保を図ります。

　【疾患別救急医療体制の内訳】
　　①脳血管疾患救急医療体制：事業開始年度 平成21年度
　　②急性心疾患救急医療体制：事業開始年度 平成22年度
　　③外傷救急医療体制：事業開始年度 平成22年度

　外傷救急医療体制については、救急医療検討委員会提言に基づき、平成26年度に重症外傷センターの運用を開始し、外傷（整形外
科）救急医療体制については、平成28年度に整形外科・脳神経外科対応病院として見直しました。

事業開始年度 上記のとおり

６年度 ７年度 ８年度

決
算

4 0 21

4 0

根拠法令・方針決裁等
本市附属機関の横浜市救急医療検討委員会「横浜市の救急医療体制に関する第３～５次提言」
横浜市重症外傷センター事業実施要綱

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

　脳血管疾患、急性心疾患、外傷について、円滑かつ適切な医療が受けられるシステムを構築します。

　脳血管疾患救急医療体制にあっては、医療機関から半期毎に治療実績報告を受けてデータを取りまとめ、横浜市における脳血管疾患
救急の現状と課題について体制参加医療機関と共有を行います。急性心疾患救急医療体制にあっても、体制参加医療機関と密に連携
し、横浜市における心疾患救急の諸課題についてデータ検証等を行い、より良い体制の構築を図ります。
　外傷救急医療体制（重症外傷センター）にあっては、体制の効果検証に向けた検討を行います。

会議の実施
（脳血管）

単位 目標 3 3 3 3

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

3 3 3

回 実績 2.0 3.0

会議の実施
（心疾患）

単位 目標 2 2 2 2 2 2 2

回 実績 1.0 3.0

会議の実施
（整形脳外）

単位 目標 1 1 1 1 1 1 1

回 実績 0 0

46 0

重症外傷診療検討会 226 226 0

事業スケジュール 疾患別救急医療体制連絡会等を開催する

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

疾患別救急医療体制連絡会等 46

本資料は、公正・適正に作成しました。 緑川　郁 輿水 武文 星子 百合

細事業合計 272 272 0

課長 係長 救急・災害医療担当
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

令和　５年度　事業計画書

事業局課 医療 医療政策
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

事業区分

歳出予算科目 一般 会計 7 8 1 枝番号 前年度事業名称 外国籍市民救急医療対策補助事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 外国籍市民救急医療対策補助事業 政策番号 17 政策指標 施策番号 5 施策指標

令和５年度 2,002 1,000 1,002
0

単独事業 0
補助事業

207
増△減 1,590 0 795 0 0 0 795

令和４年度 412 205

令和８年度
予
算

412 412 412 2,002 2,002 2,002

205 205

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

205 1,002 1,002 1,002

根拠・データ等

外国籍市民救急医療対策補助交付件数推移
平成29年度0件、平成30年度0件、令和元年度0件、令和2年度1件、令和3年度1件、令和4年度2件（見込）、令和5年度3件（見込）

外国籍市民救急医療対策補助交付額推移
平成29年度0円、平成30年度0円、令和元年度0円、令和2年度628,000円、令和3年度485,000円、令和4年度1,306,730円（見込）、令和5年
度2,000,000円（見込）

243

事業概要
　人道上の配慮と救急医療体制の円滑な運営を確保するため、救急医療機関に対して外国籍市民救急患者の医療費の未収金を県と連携し
て補助します。

事業開始年度 平成５年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

0 646 485

0 323

根拠法令・方針決裁等 市外国籍市民救急医療対策費補助要綱、県救急医療機関外国籍県民対策費補助要綱（平成5年4月1日）

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

　外国籍市民救急患者の医療費の未収金(行旅病人等取扱事業の適用ができないもの)について、救急医療機関に対し補助することで、本
市の円滑な救急医療体制の運営を図ります。

補助金
申請件数

単位 目標 1 1 2 3

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

3 3 3

件 実績 1 1

412 1,590 交付申請件数増加のため

事業スケジュール 平成5年度　外国籍市民救急医療対策補助事業開始

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

外国籍救急医療対策費補助事業 2,002

本資料は、公正・適正に作成しました。 緑川　郁 輿水　武文 板倉　剛

細事業合計 2,002 412 1,590

課長 係長 救急・災害医療担当
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

係

本資料は、公正・適正に作成しました。 緑川　郁 山本　康明 南場　裕之

細事業合計 3,539 4,296 ▲ 757

課長 係長 救急・災害医療担当

29 0

研修・訓練 125 125 0

事業スケジュール
・平成19年度　ＹＭＡＴ発足（５病院）
・平成27年度　３病院追加（８病院）
・平成28年度　１病院追加（９病院）

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

運営連絡会及び作業部会 29

出動経費等負担 3,385 4,142 ▲ 757 実績による減

2

回 実績 0 1
隊員養成研修

単位 目標 2 2 2 2 2 2

250

人 実績 262 248
隊員数

単位 目標 250 250 250 250 250 250

9 9 9

病院 実績 9 9
編成数

単位 目標 9 9 9 9

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

根拠・データ等

・出動実績
  平成25年度：29件、平成26年度：26件、平成27年度：38件、平成28年度：77件、平成29年度：68件、
　平成30年度：89件、令和元年度：113件、令和２年度：93件、令和３年度：79件、
　令和４年度：22件（令和４年７月末日時点）

2,685

事業概要
　横浜救急医療チーム（YMAT）を、市内の災害拠点病院のうち救命救急センターを有する９病院で運用します。
　また、YMAT編成病院に対して、出動経費相当分及び資器材更新等の負担金を交付するとともに、出動可能な隊員の増員及び質を確保
するための研修・訓練を年２回程度実施します。

事業開始年度 平成19年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

4,006 3,028 2,685

4,006 3,028

根拠法令・方針決裁等
・横浜救急医療チーム（YMAT）の運営に関する協定（９病院）
・横浜救急医療チーム運営要綱
・横浜救急医療チームの運営に係る細部要領

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

　横浜市内で発生した自然災害や列車脱線事故、交通事故はもとより、テロ災害、発砲・爆発事件などによって、複数の重傷者や多数
の負傷者が発生し又はその発生が予想される災害の現場に迅速に出動し、救命のための的確な医療活動を展開することを目的として横
浜救急医療チーム（YMAT）を運用しています。

令和８年度
予
算

4,462 4,083 4,751 3,539 3,539 3,539

4,462 4,083

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

4,751 3,539 3,539 3,539

4,296
増△減 △ 757 0 0 0 0 0 △ 757

令和４年度 4,296

0
単独事業 0
補助事業

令和５年度 3,539 0 0 0 3,539

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 横浜救急医療チーム（YMAT）運営事業 政策番号 17 政策指標 施策番号 5 施策指標

事業区分

歳出予算科目 一般 会計 7 8 1 枝番号 前年度事業名称 横浜救急医療チーム（YMAT）運営事業

令和　５年度　事業計画書

事業局課 医療 医療政策
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

⑥

係

細事業合計 57,028 57,708 ▲ 680

課長 係長 救急・災害医療担当

各種訓練 83 83 0

本資料は、公正・適正に作成しました。 緑川　郁 山本　康明 南場　裕之

1,146 1,146 0

各種連絡会 97 160 ▲ 63 実績による減

32,716 108 対象資器材の増

災害時通信機器・物品管理 22,270 22,797 ▲ 527 更新対象機器の減

事業スケジュール
・Yナース研修（10月・２月）
・DMAT-L研修（１月）
その他は通年実施

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

医療救護隊用資器材・医薬品管理等業
務

32,824

医療調整チーム・班運営 608 806 ▲ 198 契約車両変更による減

各種研修

1

実績 - 0

ブロック別訓
練回数

単位 目標 - 1 1 1 1 1

3

実績 1 1
研修開催数

単位 目標 3 3 3 3 3 3

6 6 6

実績 3 3

非常用通信訓
練実施回数

単位 目標 6 6 6 6

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

根拠・データ等 横浜市防災計画【震災対策編】

52,871

事業概要 横浜市防災計画に基づく災害医療体制を、これまでの災害の教訓を踏まえてより充実したものとするための施策を進めます。

事業開始年度 平成７年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

58,389 51,700 52,871

58,389 51,700

根拠法令・方針決裁等

横浜市防災計画【震災対策編】
横浜市防災計画【風水害対策編】
横浜市防災計画【都市災害対策編】
災害時における応急医療及び救護の協力に関する横浜市と横浜市医師会との協定
災害時における応急医療及び救護の協力に関する横浜市と横浜市薬剤師会との協定
災害時における医薬品等の備蓄及び供給協力に関する協定
災害時医療体制の充実強化に向けた協働に関する横浜市と横浜市病院協会との覚書
災害時における応急救護の協力に関する協定
地震災害発生時における医薬品輸送等の協力に関する協定
災害時における医薬品の供給協力に関する協定
災害時医療体制の充実強化に向けた協働に関する横浜市と神奈川県看護協会との覚書
横浜労災病院における横浜市災害用備品等の管理・使用に関する協定
地震発災時の医療救護活動についての協定書
災害時における救援物資（医薬品）の取扱いに関する協定
医療機関等に対する燃料の安定供給の協力に関する横浜市と神奈川県石油業協同組合との協定書

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

災害時に医療救護隊が使用する備蓄医薬品の管理委託や資器材の管理・更新、区役所・医師会・関係団体へ配備した非常用通信機器（衛
星携帯電話・MCA無線）の整備・運用等を行い、大規模災害発生時に医療調整が円滑に実施できる体制を引き続き整備します。
　また、各種訓練や連絡会、研修を通じて、関係団体等との連携を強化します。

令和８年度
予
算

85,653 58,215 56,540 57,028 57,028 57,028

85,653 58,215

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

56,540 57,028 57,028 57,028

57,708
増△減 △ 680 0 0 0 0 0 △ 680

令和４年度 57,708

0
単独事業 0
補助事業

令和５年度 57,028 0 0 0 57,028

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 災害時医療体制整備事業 政策番号 17 政策指標 施策番号 5 施策指標

17
事業区分

歳出予算科目 一般 会計 7 8 1 枝番号 前年度事業名称 災害時医療体制整備事業

令和　５年度　事業計画書

事業局課 医療 医療政策
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

係

細事業合計 1,579 13,159 ▲ 11,580

課長 係長 救急・災害医療担当

本資料は、公正・適正に作成しました。 緑川　郁 輿水　武文 星子　百合

1,111 0

救急・災害医療における企画検討費 468 468 0

事業スケジュール
４月～　救急医療検討委員会開催
２月頃　災害医療連絡会議開催
その他通年　関連会議参加

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

救急医療検討委員会・横浜市災害医療
連絡会議

1,111

会計年度任用職員費 0 11,580 ▲ 11,580 職員の配置解消による減

1

回 実績 1.0 0.0

災害医療連絡
会議の開催数

単位 目標 1 1 1 1 1 1

5 5 5

回 実績 0.0 0.0

救急医療検討委員
会（含、専門部
会）の開催数

単位 目標 5 5 5 5

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

根拠・データ等 消防局・横浜市立大学共同研究による救急需要予測（平成29年12月）

11,674

事業概要 本市救急・災害医療政策の推進を図るため、施策の企画・立案や検討・評価を行う。

事業開始年度 平成17年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

12,615 12,191 11,704

12,585 12,159

根拠法令・方針決裁等 横浜市附属機関設置条例、横浜市救急医療検討委員会設置要綱、横浜市災害医療連絡会議設置要綱　等

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

①救急医療検討委員会
　横浜市の救急医療の一層の充実を図るため、救急医療体制の現状を把握するとともに、救急医療体制の課題や解決策等を話し合い、そ
の意見や提案を横浜市の救急医療行政に反映します。
②災害医療連絡会議等
　横浜市防災計画に基づき設置された、横浜市災害医療連絡会議の開催により災害時の迅速かつ有効的な災害医療体制を整えます。
③救急・災害医療に係る企画検討費
　救急・災害医療に係る各学会に参加することなどにより、最新の知見を学び、現在直面している救急・災害医療における課
題に対する解決策を検討します。

令和８年度
予
算

14,034 13,759 13,181 1,579 1,579 1,579

13,934 13,729

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

13,151 1,579 1,579 1,579

13,129
増△減 △ 11,580 0 0 △ 30 0 0 △ 11,550

令和４年度 13,159 30

0
単独事業 0
補助事業

令和５年度 1,579 0 1,579

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 救急・災害医療企画推進事業 政策番号 17 政策指標 施策番号 5 施策指標

事業区分

歳出予算科目 一般 会計 7 8 1 枝番号 前年度事業名称 救急・災害医療企画推進事業

令和　５年度　事業計画書

事業局課 医療 医療政策
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

係

令和　５年度　事業計画書

事業局課 医療 医療政策
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

事業区分

歳出予算科目 一般 会計 7 8 1 枝番号 前年度事業名称 超高齢社会におけるドクターカーシステム整備事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 超高齢社会におけるドクターカーシステム整備事業 政策番号 17 政策指標 施策番号 5 施策指標

令和５年度 19,564 19,564
0

単独事業 0
補助事業

25,854
増△減 △ 6,290 0 0 0 0 0 △ 6,290

令和４年度 25,854

令和８年度
予
算

1,000 9,847 26,347 19,564 19,564 19,564

1,000 9,847

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

26,347 19,564 19,564 19,564

根拠・データ等

・救急搬送人員
＜実績推移＞平成30年176,072人、令和元年182,646人、令和２年164,083人、令和３年171,022人
・うち高齢者（65歳以上）
＜実績推移＞平成30年99,257人、令和元年102,615 人、令和２年94,024人、令和３年95,701人
（消防局　火災・救急概況より）

14,060

事業概要
　高齢者を中心に救急需要が増加傾向にある中で救急医療体制の強化を図るべく、医師が早期の医療介入を図り、救急患者の重症化の防
止・救命率の向上と、患者の症状に応じた最適な医療機関へとつなげていくことを目的に、ドクターカーシステムの導入を進めます。

事業開始年度 令和元年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

5,945 11,152 14,060

5,945 11,152

根拠法令・方針決裁等
横浜市救急医療検討委員会「横浜市の救急医療体制に関する第８次提言」（平成31年３月公表）
横浜市救急ワークステーションから出場するドクターカーの運営体制に関する要綱

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

　平成31年３月に提出された、附属機関「横浜市救急医療検討委員会」からの施策提言を受け、超高齢社会における救急医療体制の強化
に向け、ドクターカーシステムの導入を行います。
　令和２年度10月から市民病院併設の救急ワークステーションから出場するドクターカーの運用を開始しました。また、令和３年11月に
市内の救命救急センターが保有しているドクターカーの運用及び本市との連携について協定を締結しました。今後は現状の運用に対する
効果検証を行い、より効果的な体制整備に向けた検討を進めます。

ドクターカー
運用協定締結

単位 目標 － － 3 4

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

5 5 5

件 実績 － 3

連絡会等開催
回数

単位 目標 0 0 1 2 2 2 2

回 実績 0.0 0.0

25,019 ▲ 5,607 実績に基づく積算見直し

横浜市ドクターカーシステム運営連絡
会（令和4年度：ドクターカー検証）

152 835 ▲ 683 事業見直しによる減

事業スケジュール
令和2年度10月：市民病院内に設置する救急ワークステーションで運用開始
令和3年度　　：救命救急センターが保有しているドクターカーの運用及び本市との連携について協定を締結
令和4年度以降：事業効果の検証

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

ドクターカー運用事業 19,412

本資料は、公正・適正に作成しました。 緑川　郁 輿水　武文 星子　百合

細事業合計 19,564 25,854 ▲ 6,290

課長 係長 救急・災害医療担当
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

細事業合計 14,139 15,836 ▲ 1,697

課長 係長

本資料は、公正・適正に作成しました。 小松　順 宮下　公一 鎌倉　りな

15,836 ▲ 1,697
医師従事時間見直し等に
よる減

事業スケジュール

令和２年度：事業の開始
令和３年度：事業の継続実施
令和４年度：事業の継続実施
令和５年度：事業の継続実施

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

Y－CERT強化事業 14,139

実績

単位 目標

実績

単位 目標

実績

単位 目標

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

根拠・データ等

・入院調整取扱件数
　<令和２年度実績>2,091件
　<令和３年度実績>3,165件
・転院調整取扱件数
　<令和２年度実績>619件
　<令和３年度実績>552件
・中和抗体療法調整取扱件数
　<令和３年度実績>135件

801

事業概要
　Y-CERT協力医師の協力の下、「医療調整本部（Y-CERT）」を設置し、感染者の発生状況や医療機関の入院状況などの情報を一元管理
し、通常医療とコロナ医療と両立を目指し、市内コロナ患者の円滑な入院や転院調整等を実施する。

事業開始年度 令和2年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

0 10,309 11,044

0 0

根拠法令・方針決裁等 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律、新型インフルエンザ等対策特別措置法

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

　令和２年４月に横浜市新型コロナウイルス対策本部の立ち上げに伴い設置された、「医療調整本部 （Y-CERT）」を引き続き運営しま
す。
　体制：本市職員（医療局、健康福祉局、消防局）及びY-CERT協力医師（※）等で構成。
　　　　※Y-CERT協力医師　市内の救命救急センター長と市医師会、市病院協会の救急担当等から選任。
　当該本部は、感染者の発生状況や医療機関の入院状況などの情報を収集し、救命救急センターの救急医の医学的見地からの助言等によ
り、通常医療とコロナ医療との両立を図り、医療崩壊を防止することや、円滑な患者の入院及び転院調整等を行います。

令和８年度
予
算

0 0 14,033 14,139 14,139 14,139

0 0

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

0 14,139 14,139 14,139

0
増△減 △ 1,697 0 △ 1,697 0 0 0 0

令和４年度 15,836 15,836

0
単独事業 0
補助事業

令和５年度 14,139 14,139 0

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 Y－CERT強化事業 政策番号 7 政策指標 施策番号 2 施策指標

事業区分

歳出予算科目 一般 会計 7 8 1 枝番号 前年度事業名称 Y－CERT強化事業

令和　５年度　事業計画書

事業局課 医療 医療政策
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

係

細事業合計 54,768 13,937 40,831

課長 係長

本資料は、公正・適正に作成しました。 古賀　美弥子 松村　歩未 開地　優介

329 47
疾病の重症化予防事業か
らの移管による増

心血管疾患対策推進費（心臓リハビリ
テーションの推進）

52,568 8,890 43,678
補助対象拡大、新規事業
のため増

事業スケジュール

令和元年度：心血管疾患対策推進費（心臓リハビリテーションの推進）開始
　　　　　　疾病の重症化予防に関する基礎研修実施
令和２年度：心リハ指導士資格取得補助開始（新型コロナウイルスの影響により申請なし）
　　　　　　横浜市糖尿病の重症化予防ネットワーク検討会開催
令和３年度：強化指定病院７病院の地域連携の取組等を推進
　　　　　　横浜市糖尿病の重症化予防ネットワーク検討会開催、糖尿病の重症化予防モデル事業の運営開始
令和４年度：強化指定病院７病院の地域連携の取組等を推進、心リハへの理解促進を図るための研修を実施予定、今後の方向性検討
　　　　　　糖尿病の重症化予防モデル事業の運営評価
令和５年度：強化指定病院７病院の地域連携の取組等を推進、心リハへの理解促進を図るための研修を実施予定、今後の方向性検討
　　　　　　糖尿病の重症化予防　市域多職種向け研修、妊娠糖尿病リーフレットの改訂

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

疾病対策運営費 376

疾病の重症化予防事業 1,824 4,718 ▲ 2,894 事業見直しのため減

名 実績 ― ―

多職種向け研
修参加人数
（延べ数）

単位 目標 ― ― 100 100

件 実績 ― ―

心リハの理解
促進のための

研修

単位 目標 ― ― 3 1

名 実績 535 619

強化指定病院にお
ける外来心リハ人

数（実数）

単位 目標 ― 696 805 1,046

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

根拠・データ等

１　疾病対策推進事業費
（２）心血管疾患対策推進費（心臓リハビリテーションの推進）
・横浜市における心血管対策の現状※神奈川県保健医療計画（平成30年度～令和５年度）より抜粋・編集  ※平成27年度NDBに基づく
　①心大血管リハビリテーション料（Ⅰ）届出施設数　横浜市：0.5　　神奈川県平均：0.5　  全国平均：0.8
　②入院心血管疾患リハビリテーションの実施件数　　横浜市：91.1　 神奈川県平均：133.8  全国平均：151.0
　③外来心血管疾患リハビリテーションの実施件数　　横浜市：39.1　 神奈川県平均：91.6　 全国平均：107.8
　※数値は10万人あたり。②③はレセプト件数。
・心リハの医学的エビデンス※日本心臓リハビリテーション学会HP抜粋
　虚血性心疾患(心筋梗塞や狭心症)の患者さんが心臓リハビリを行うことにより、行わなかった場合に比べて、心血管病による死亡率
が26％低下し、入院のリスクが18％低下します。また心不全の患者さんが心臓リハビリを行うことにより、行わない場合に比べてあら
ゆる入院が25％減少し、心不全による入院が39％減少することが証明されています。
２　疾病の重症化予防事業
・KDBデータによれば、平成28年度と令和元年度を比較すると、新規人工透析導入者割合は減少していますが、その約6割が糖尿病患者
であり、約５割が糖尿病薬処方ありの患者となっています。
・後期高齢者医療広域連合によれば、令和元年度細小分類による医療費県1位の「慢性腎不全（透析あり）」は横浜市全体では3位、全
18区中14区が3位以内です。

3,402

事業概要
　死因第２位の心血管疾患に対する対策を強化するため、心臓リハビリテーションの推進を行います。
　また、糖尿病の重症化予防に向けて糖尿病の重症化予防に関する多職種向け研修、リーフレット等を用いたハイリスクアプローチを
行います。

事業開始年度 平成26年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

30,794 34,727 36,975
526 15,094

根拠法令・方針決裁等

健康増進法、よこはま保健医療プラン2018、横浜市社会福祉基金活用事業選定要綱、神奈川県保健医療計画（平成30年度～令和５年
度）、第２期健康横浜21～よこはま健康アクションstage1,stage2、健康寿命の延伸等を図るための脳卒中、心臓病その他の循環器病
に係る対策に関する基本法、横浜市心血管疾患対策推進事業実施要綱、心臓リハビリテーション指導士資格取得助成事業補助金交付要
綱、神奈川県循環器病対策推進計画

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

１　疾病対策推進事業費
（１）疾病対策運営費
 　 本市医療政策における疾病対策の推進を図ることを目的とします。
（２）心血管疾患対策推進費（心臓リハビリテーションの推進）
　　死因第２位であり、高齢化の進展により医療需要が増加する心血管疾患について、回復期から維持期における再発予防及び重症化
予防を強化することを目的としています。本市は、心血管疾患のり患後における心臓リハビリテーション（以下、心リハという。）の
実施件数について、国や県と比較しても低い状況にあるため、診療体制の構築や地域連携の取組等を行うことで心リハ実施の推進を図
ります。
　　心リハは、急性期病院から地域、在宅に至るまで、幅広い療養の場で多職種が協力して取り組む必要があります。そうした中で、
地域でどのように取り組むかが課題となっており、本市が地域連携のスキームを構築していくことが必要です。
　　また、心リハの認知度が低い状況にあるため医療従事者向けの研修や、心リハに関する資格補助、市民向け啓発冊子を活用した心
リハの理解促進を図ります。
２　疾病の重症化予防事業
　　代表的な生活習慣病である糖尿病の重症化予防に関する各職種の知識を向上させ、合併症や人工透析などへの重症化を予防するこ
とで、医療費の抑制及び健康寿命の延伸を図ります。

令和８年度
予
算

23,212 39,974 39,255 49,688 49,688 49,688
1,712 3,541

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

3,919 4,200 4,200 4,200

3,647
増△減 40,831 0 37,149 3,129 0 0 553

令和４年度 13,937 851 9,439

0
単独事業 0
補助事業

令和５年度 54,768 38,000 12,568 4,200

1

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 社会福祉基金繰入金 市債 一般財源

事業名称 疾病対策推進事業 政策番号 7 政策指標 1 施策番号 1 施策指標

18
事業区分

歳出予算科目 会計 7 8 1 枝番号 前年度事業名称 疾病対策推進事業

令和　５年度　事業計画書

事業局課 医療 がん・疾病対策
新規拡充 □ 新規 ■ 拡充 事業評価書番号
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

係

細事業合計 109,850 109,884 ▲ 34

課長 係長

本資料は、公正・適正に作成しました。 古賀　美弥子 木 野内　正己 立山　晴香

53,580 ▲ 4,027
補助金の実績に合わせた
減

産科医師等人材確保対策事業 18,555 11,559 6,996 事業内容拡充による増

事業スケジュール

平成19年度　事業開始
平成22年度　産科医師確保助成開始
平成22年度　産科あんしん事業開始
平成26年度　産科拠点病院を指定

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

産科医療対策事業 49,553

産科拠点病院事業 41,742 44,745 ▲ 3,003
補助金の実績に合わせた
減

3 3 3

実績 3 3

産科拠点病院
数

単位 目標 3 3 3 3

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

根拠・データ等

・市内分娩取り扱い施設数の推移※産科医療及び分娩に関する調査（実施主体：横浜市・神奈川県）による。
　平成29年度：56　平成30年度：54　令和元年度：55　令和２年度：55　令和３年度：56（各年度４月１日時点）
・市内出生数の推移
　平成29年：28,611人　平成30年：27,891人　令和元年：26,394人　令和２年：25,720人

45,389

事業概要 市内の分娩を取り扱う医療機関に対しての支援及び市民への情報提供を通して、市民が安心して出産できる環境の確保に取り組みます。

事業開始年度 平成19年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

66,373 48,695 53,858

59,923 40,579

根拠法令・方針決裁等
横浜市補助金等の交付に関する規則、横浜市助産師研修補助金交付要綱、横浜市分娩取扱施設等維持確保補助金交付要綱、
横浜市産科医師等人材確保支援要綱、横浜市産科医師等分娩手当補助金交付要綱、
産科医療確保事業実施要綱（厚生労働省）、神奈川県地域医療介護総合確保基金事業費補助金交付要綱（神奈川県）

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

市民が安心して出産できる環境を確保することを目的とします。また、産科医師が不足しないよう、離職防止策として産科医師が働きや
すい環境整備の支援に取り組みます。
　新たに分娩の取扱を開始する施設がある一方で、分娩の取扱をやめる施設があり、施設数としては横ばいの状況です。
　市内の出生数は減少傾向であり、施設によっては予約枠には空きも見受けられます。
　そうした状況の中、医療従事者の確保は個々の医療機関任せでは限界があるため、人材不足、施設不足に陥ることのないよう、出産を
取り扱う医療機関に対する支援を継続していく必要があります。

令和８年度
予
算

142,764 142,764 123,164 109,850 109,850 109,850

130,931 130,931

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

111,331 98,017 98,017 98,017

98,051
増△減 △ 34 0 0 0 0 0 △ 34

令和４年度 109,884 11,833

0
単独事業 0
補助事業

令和５年度 109,850 11,833 98,017

1

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 産科医療対策事業 政策番号 17 政策指標 1 施策番号 3 施策指標

19
事業区分

歳出予算科目 一般 会計 7 8 1 枝番号 前年度事業名称 産科医療対策事業

令和　５年度　事業計画書

事業局課 医療 がん・疾病対策
新規拡充 □ 新規 ■ 拡充 事業評価書番号
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

係

令和　５年度　事業計画書

事業局課 医療 がん・疾病対策
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 20

事業区分

歳出予算科目 一般 会計 7 8 1 枝番号 前年度事業名称 在宅医療推進事業

1

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 社会福祉基金繰入金 市債 一般財源

事業名称 在宅医療推進事業 政策番号 16 政策指標 1 施策番号 3 施策指標

令和５年度 17,351 428 295 3,344 13,284
0

単独事業 0
補助事業

24,458
増△減 △ 10,451 428 295 0 0 0 △ 11,174

令和４年度 27,802 3,344

令和８年度
予
算

44,333 39,569 32,741 17,351 17,351 17,351

35,823 33,237

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

29,397 13,284 13,284 13,284

根拠・データ等

神奈川県地域医療介護総合確保基金事業費補助金交付要綱
横浜市社会福祉基金活用事業選定要綱
横浜市在宅医療推進事業補助金実施要綱
横浜市有床診療所看護師夜間勤務手当補助金交付要綱
横浜市在宅医療を担う医師養成事業補助金交付要綱
横浜市在宅医療バックアップシステム主治医・副主治医制事業補助金交付要綱
看取りに関する調査

15,526

事業概要
　地域包括ケアシステムにおける在宅医療・介護連携の推進に向け、本市の在宅医療の現状把握や、在宅医療を支える人材の確保・育
成、在宅医療を担う医師や診療所等への支援を行います。
　あわせて、医療的ケア児・者等の在宅医療を支える取組を関係局と連携して進めます。

事業開始年度 平成28年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

21,152 19,999 16,738

12,642 17,807

根拠法令・方針決裁等 児童福祉法・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

　在宅医療推進事業では、地域包括ケアシステムにおける在宅医療・介護連携の推進に向けた在宅医療の現状把握のため、看取りに関す
る調査を実施し、本市の在宅医療施策立案の基礎とします。また、地域包括ケアシステムの中で在宅医療の中核的な役割を担っている横
浜市医師会の地域包括ケアシステム事業部会への支援を行うとともに、在宅医療を担う医師や訪問看護師等の育成、有床診療所への支援
を行うことにより、在宅医療のより一層の推進を図ります。
　児童福祉法及び障害者総合支援法の改正に伴い、地方公共団体は医療的ケアを日常的に必要とする、医療的ケア児支援のための体制整
備に努めなければならないこととされました。これを受け、本市では平成30年度から、関係４局（こども青少年局、健康福祉局、医療
局、教育委員会事務局）が連携し、医療・福祉・教育等の多分野にわたる連携を進め、地域生活支援の充実や介護者の負担軽減等の体制
整備に努めています。

在宅看取り率
単位 目標 26.4 27.0 28.2 29.6

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

31.0 32.4 33.8

実績 25.4 29.2

1,090 ▲ 500 委託内容見直しによる減

在宅医療推進事業 2,107 2,107 0

事業スケジュール

小児在宅医療推進事業（在宅医療推進事業内より抜粋）
・平成30年度：医療的ケア児・者等コーディネーター及び支援者養成。
・令和元年度：医療的ケア児・者等コーディネーター養成・配置、支援者養成。
・令和２年度：市内６か所の拠点において、市内全域の支援を開始。
・令和３年度以降：令和２年度に整備した支援体制のフォローを継続。

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

看取りに関する調査事業 590

在宅医療を担う有床診療所支援事業 3,601 3,605 ▲ 4

横浜市在宅医療を担う医師養成事業 315 355 ▲ 40 印刷部数見直しによる減

在宅医療バックアップシステム推進事
業

704 704 0

訪問看護師人材育成支援事業 1,897 1,939 ▲ 42 印刷部数見直しによる減

小児在宅医療推進事業 7,993 15,958 ▲ 7,965 委託内容見直しによる減

訪問看護師対応力サポート事業 144 144 0

在宅歯科医療推進事業 0 1,900 ▲ 1,900 事業見直しによる減

本資料は、公正・適正に作成しました。 鎌田　学 鷲澤　史歩 雫石　陸

細事業合計 17,351 27,802 ▲ 10,451

課長 係長
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

係

‐ ‐

実績 7,520 9,677

在宅歯科医療推進事業 1,400 0 1,400 調査委託実施による増

周術期口腔ケアに関する市民啓発事業

目標 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

‐ ‐

実績 361

目標 ‐ ‐

事業評価書番号 21
事業区分

歳出予算科目 7 8 1

令和　５年度　事業計画書

事業局課 医療 がん・疾病対策
新規拡充 □ 新規 ■ 拡充

3,000 3,000 0

‐ ‐ ‐

2 施策指標

前年度事業名称 歯科保健医療推進事業

区　分 金　額 国

会計一般

歯科保健医療推進事業

枝番号

政策番号 17 政策指標 1事業名称

財　源　内　訳

心身障害児・
者歯科診療患

者数

単位

人

一 般 財 源 等

施策番号

県 諸収入 市債 一般財源

0
令和５年度 95,140

単独事業

95,140
補助事業

0
令和４年度 93,741

1,399
93,741

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減 1,399 0 0 0 0 0

予
算

92,934 93,934 94,021 94,141 94,141 94,141

92,413 93,934 94,021 94,141 94,141 94,141

８年度

決
算

91,743 91,938 92,622

91,743 91,938 92,622

根拠法令・方針決裁等 横浜市歯科保健医療センター運営費補助金交付要綱、横浜市歯科保健医療推進補助金交付要綱

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

事業概要

　夜間、休日昼間の歯科診療、心身障害児・者及び通院困難者等の訪問歯科診療を行う、横浜市歯科保健医療センターに対する運営費を
補助します。
　また、周術期口腔ケアに関する市民啓発、障害児・者歯科診療体制の充実、適切な嚥下機能評価を行える歯科医師の増加を図るための
研修会実施支援補助を行います。

事業開始年度 昭和51年度

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

537

89,535 0

課長 係長

障害児・者歯科医療研修費補助 1,205 1,206 ▲ 1

本資料は、公正・適正に作成しました。 鎌田　学 木 野内　正巳 雫石　陸

人

事業スケジュール

昭和51年度　歯科休日急患診療所として歯科診療業務を開始
昭和62年度　横浜市歯科保健医療センター開設
平成12年度　横浜市歯科保健医療センター運営補助金交付開始
平成29年度　横浜市立大学、横浜市歯科医師会、横浜市の３者で「周術期口腔機能管理の推進に向けた包括連携に関する協定」を締結
平成30年度　横浜市歯科保健医療推進補助金交付開始
令和３年度　横浜市障害児・者歯科医療研修費補助開始

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

歯科保健医療センター運営費補助金 89,535

細事業合計 95,140 93,741 1,399

　一般の歯科診療所では対応が困難な、心身障害児・者や、年末年始、ＧＷ等の長期休暇時など、一般診療所が休診している時期の患者
の診療機会確保が必要です。
　周術期口腔機能管理の取組を推進することで、手術後の合併症予防や入院日数の短縮が期待されます。病院勤務の歯科医師数が限られ
る中、地域の歯科医師と連携することで、患者の口腔管理を切れ目なく行うことが可能となります。
　障害児・者歯科診療体制の充実を図るための研修会開催支援補助については、障害児・者への対応や診療時の注意点等について理解を
深めます。
　また、嚥下機能評価を行うための研修を実施し、適切な嚥下機能評価ができる歯科医師の増加を目的とします。

根拠・データ等

・市内障害児・者歯科診療を行う医療機関数（公益社団法人 神奈川県歯科医師会ホームページより）
一次医療機関　74施設
二次医療機関（二次医療機関に準ずる医療機関を含む）　１施設　（横浜市歯科保健医療センターのみ）
三次医療機関　３施設

目標 ‐

通院困難者等
訪問歯科診療

患者数

単位

人

実績 2,946 2,947

‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐
歯科保健医療
センター診療
患者数（休日
診療・夜間診

療）

単位
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

係

令和　５年度　事業計画書

事業局課 医療 がん・疾病対策
新規拡充 □ 新規 ■ 拡充 事業評価書番号 22

事業区分

歳出予算科目 一般 会計 7 8 1 枝番号 前年度事業名称 総合的ながん対策推進事業

1

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 総合的ながん対策推進事業 政策番号 17 政策指標 1 施策番号 4 施策指標

令和５年度 128,930 1,350 127,580
0

単独事業 0
補助事業

128,930
増△減 0 0 1,350 0 0 0 △ 1,350

令和４年度 128,930

令和８年度
予
算

154,399 128,930 128,930 128,930 128,930 128,930

154,399 128,930

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

128,930 128,930 128,930 128,930

根拠・データ等

・75歳未満年齢調整死亡率（人口10万人対・令和２年度）
　横浜市男女119.1、横浜市男性151.0、横浜市女性89.0
・悪性新生物の部位別死亡数上位３部位（市内・令和２年度）
　男性総数5,737（気管、気管支及び肺1,336、大腸754、胃700）　女性総数3,933（大腸562、気管、気管支及び肺562、膵498）
・市内がん診療連携拠点病院の状況
　都道府県がん診療連携拠点病院：１病院、地域がん診療連携拠点病院（高度型）：１病院、地域がん診療連携拠点病院：７病院、神奈
川県がん診療連携指定病院：４病院
・横浜市がん対策に関するアンケート（令和２年度実施）
　(1)がん検診を１年以内に受けた市民の割合：41％　(2)がん治療と就業の両立ができると考える市民の割合：39％
　(3)がんに関する情報の入手先：病院・診療所の医師・看護師やその他の相談窓口74％、インターネット48％、家族・友人・知人31％、
がん相談支援センター26％
　(4)力を入れてほしいがん対策：がん医療にかかわる医療機関の整備72％、がんの早期発見63％、がんに関する専門的医療従事者の育成
53％

109,004

事業概要
　「横浜市がん撲滅対策推進条例」に基づき、がんの医療の提供・情報の提供・患者家族等関係者への支援等を行い、がん患者が質の高
い医療と生活を得られるよう、事業を実施します。

事業開始年度 平成27年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

105,858 105,672 109,004

105,858 105,672

根拠法令・方針決裁等 横浜市がん撲滅対策推進条例

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

　平成26年に制定・施行された「横浜市がん撲滅対策推進条例」に基づき、従来のがん検診の実施や予防対策に加えて、がんに関する医
療の充実、がん患者や家族等への支援、緩和ケアの充実、横浜市立大学が行うがん研究に対する支援等の総合的ながん対策に取り組むこ
と、市会への実施状況報告が求められています。

がんの75歳未
満年齢調整死
亡率の減少

単位 目標 － － 114.3 112.0

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

109.6 107.2 104.8

実績 119.1 －

がんをこわい
と思わない人

の割合

単位 目標 － － 13.4 16.0 18.7 21.3 24.0

％ 実績 10.7 －

16,779 ▲ 3,205 調査手法変更等による減

乳がん対策 11,234 15,559 ▲ 4,325
補助内容及び事業見直し
による減

事業スケジュール
・平成26年度：条例施行
・平成27年度：事業開始

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

がん対策の推進 13,574

小児がん対策 15,118 4,818 10,300 新規事業による増

がん患者及びその家族等への支援 23,890 21,650 2,240
新規事業及び実績増によ
る増

がん治療と仕事の両立支援 1,130 1,140 ▲ 10 事務費見直しによる減

緩和ケアの充実 11,975 16,975 ▲ 5,000 事業見直しによる減

医療従事者の育成支援 2,005 2,005 0

横浜市立大学におけるがん研究への支
援

50,004 50,004 0

本資料は、公正・適正に作成しました。 古賀　美弥子 松村　歩未 田村　真梨

細事業合計 128,930 128,930 0

課長 係長
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(様式②-1）

局 課

■ 施設等整備費 □ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

令和　５年度　事業計画書

事業局課 医療 病院経営
新規拡充 ■ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

事業区分

歳出予算科目 一般 会計 7 8 1 枝番号 前年度事業名称

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 旧市民病院跡地整備事業 政策番号 17 政策指標 施策番号 99 施策指標

令和５年度 12,000 12,000 0
0

単独事業 0
補助事業

0
増△減 12,000 0 0 0 0 12,000 0

令和４年度 0

令和８年度
予
算

0 0 0 105,000 587,000 830,000

0 0

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

0 105,000 587,000 830,000

根拠・データ等 見積書、契約書等

0

事業概要 　市民病院再整備事業で所管替えにより三ツ沢公園となった旧市民病院跡地に、廃止となった野球場等を整備します。

事業開始年度 令和５年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

0 0 0

0 0

根拠法令・方針決裁等

・「現市民病院敷地と三ツ沢公園敷地（野球場部分）の交換による市民病院再整備に関する確認書」（平成26年３月31日）
・「市民病院再整備事業における市民病院と三ツ沢公園の移転・整備に伴う土地利用方針について」（平成27年11月30日決裁　文書番号
病市再第51号）
・「市民病院再整備事業における市民病院と三ツ沢公園の移転・整備に伴う土地利用方針の一部変更について」（令和４年１月31日決裁
文書番号病病第385号）

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

　「市民病院再整備事業における市民病院と三ツ沢公園の移転・整備に伴う土地利用方針」に基づき、旧市民病院と三ツ沢公園の一部に
ついて土地交換を行っています。これにより廃止となった野球場及び付随する施設を旧市民病院跡地に整備します。
　なお、本事業は市民病院の再整備に起因した事業であり、もともとあった野球場の復旧と合わせて、公園区域の拡大部分の整備も併せ
て行うことから、病院経営を本務とする病院事業とは切り離して実施します。

工程
単位 目標 実施設計

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

実施設計
建設工事

実施設計
建設工事

建設工事

実績

単位 目標

実績

単位 目標

実績

0 12,000 新規事業

事業スケジュール
令和５～７年度　実施設計
令和６～８年度　建設工事
令和９年度　　　開場

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

旧市民病院跡地整備事業 12,000

本資料は、公正・適正に作成しました。 二見　弘樹 小林　一郎 藤岡　すみれ

細事業合計 12,000 0 12,000

課長 係長
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